
第4次 葛飾区男女平等推進計画 (案)に ついて

1 区 民意見提出手続 (パブ リック ・コメン ト)の 実施結果について
別添 1の とお り

2 第 4次 葛飾区男女平等推進計画 (案)に ついて
別添 2の とお り
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1 葛 飾区における男女平等推進の取組

葛飾区では、平成元年 (1989年 )に 区の女性問題解決に向けた拠点とし

て、「葛飾区女性センター」を設置 しま した。平成 8年 (1996年 )に は第 1

次となる 「男女平等社会実現かつ しかプランー葛飾区女性行動計画一」を策定

し、以後、「葛飾区男女平等推進計画 (第2次 )」を経て、現在は平成 19年 (2

007年 )に 策定 した F葛飾区男女平等推進計画 (第3次 )Jに より葛飾区男女

平等推進のための施策を進めてきました。平成 16年 (2004年 )に は、葛

飾区男女平等推進条例を施行 し、女性も男性も積極的に男女平等社会づ くりに

参画できるよう、葛飾区女性センターの名称を F葛飾区男女平等推進センター」

と改めています。

また葛飾区では、配偶者暴力 (DV)防 止のための事業として 「女性に対す

る暴力相談 (DV相 談)」、 DV関 係機関連絡会等を早 くか ら実施 してきたとこ

ろです。さらに 「配偶者か らの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の

改正を受け、平成 21年 (2009年 )に r葛飾区配1晟者暴力の防止及び被害

者保護のための計画Jを 策定するなど、被害者支援のための取組を充実 させて

きました。

現在進行中の 「葛飾区男女平等推進計画 (第3次 )」における 122の 計画事

業については、廃止事業が 4事 業あるものの、新たに仕事と生活の調和 (ワー

ク ・ライフ ・バランス)推 進のための事業等 3事 業を加えるなど、おおむね順

調に推進 していると&る です。

平成 22年 (2010年 )に は、第 4次 となる男女平等推進計画を策定する

基礎資料 とするとともに、男女平等推進施策に役立てていくため 「葛飾区男女

平等に関する意識 と実態調査」(以下 「区意識調査」という。)を 実施 し、計画

の検討を重ねてきました。



2 第 4次 計画における重要な視点
葛飾区では、葛飾区男女平等推進条例でうたゎれている 「男女が、生まれな

がらに持つ身体の違いを認めつつも、互いに人格を尊重 し合い、その個性と能
力を十分に発揮 し、協力 し合 う男女平等社会」を実現するため、男女平等推進
施策を進めています。

しか し、葛飾区の政策 ・方針などの意思決定の場への女性の参画は徐々に進
んではぃるものの、参画率 としては区の目標 としてぃる30%に 届かず、女性
の意見を反映できる機会は未だに少ない状況にあります。行政サー ビスを受け
る区民の半数は女性です。区の政策に女性の視点を取 り入れ、区民の二一ズに
沿ったサー ビスを提供 してぃくため、ょリー

層女性の参画を推進することが求
められます。

また、働 く女性の 6害Jは妊娠 =出産時に仕事を辞めていた り、働いている女
性の 2人 に 1人 は雇用形態 (非正規 Bパー ト等)に 課題があるなど、働 く場に
おける男女共同参画も十分に進んでいない状況にあります。区意識調査におい
ても、特に、子育てや介護に関するハー ド面やサー ビスの充実を求める区民が
多いことか ら、仕事と育児、介護の両立支援施策をさらに進める必要がありま
す。また区意識調査では、ハー ド面の整備だけでな く1こ れまでの働き方や意
識を変える必要性についての意見が多く、ヮーク コライフ ロバランスを推進す
るための意識啓発が求められています。

さらに、女性に対するあらゆる暴力の根絶のための取組の重要性は増 してい
ます。葛飾区では、平成 21年 (20o9年 )に 策定 した 「配偶者暴力の防止
及び被害者保護のための計画」に基づき、主に相談や啓発活動に取 り組んでき
ました。 しか し区意識調査では、 DV被 害を受けた女性のうち、相談 したとの
回答が約 4害1にとどまっています。ょリー

層の DV相 談窓田等の周知の充実及
び 「家庭内であれ暴力は犯罪である」という暴力防止のための意識啓発を進め
る必要があります。

葛飾区では、これ らの課題に対 し、総合的かつ計画的に施策を進めていくた
め、第 4次 の男女平等推進計画として策定するものです。策定にあたっては、
平成 24年 度からの 「第 2次 葛飾区配偶者暴力の防止及び被害者保護のための
計画Jを 内包 した計画としてぃます。

さまざまな世代に向けて計画のよリー
層の周知を図 りなが ら、男女平等社会

の実現に向けて施策に取 り組みます。



計 画 の 職 絡

( 1 )葛 飾区男女平等推進条例の理念を実現するために、同条例第 8条 に基づ

き策定する計画です。

(2)「葛飾区男女平等推進計画 (第3次 )Jを 継承 し、さらに発展させるため

に策定 した計画です。

(3)広 く区民の意見を取 り入れ、地域社会の現状に合致 させた計画です。

(4)男 女共同参画社会基本法第 14条 第 3項 に定める F市町村男女共同参画

計画ユに該当する計画ですG

(5)こ の計画の目標 2の 課題 1中 、施策の方向 1～ 4は 、「配4島者からの暴力

の防止及び被害者の保護に関する法律」第 2条 の 3第 3項 に定められた

「市町村基本計画」に該当し、「第 2次 葛飾区配偶者暴力の防止及び被害

者保護のための計画」として位置づけます。

(6)国や東京都の計画及び取紅との整合性を図つた計画です。

⊂ 推 進 期 間

平成 24年 度 (2 0 1 2年 度)か ら平成 28年 度 (2 0 1 7年 度)ま での

5年 間とします。



【葛飾睡男女平等推進計画の位置付け】

葛飾区男女平等推進条例

【東京都】

東京都男女平等参画基本条例

男女平等参画のための

東京都行動計画

平成 24年度～

東京都配偶者暴力対策

基本計画
平成 24年 度～

男女共同参画社会基本法

第3次

男女共同参画基本計画
(平成 22年 12月17日

閣議決定)

配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護に

関する法律

口第4次葛飾区男女平等推進計画

と第2次葛飾区配偶者暴力の防止及び
被害者保護のための計画

平成 24年度～平成28年度

葛飾区配偶者暴力の防止及び
被害者保護のための計画 平成21年度～

葛飾区男女平等推進計画(第3次 )平 成 19年度～

葛飾区男女平等推進計画(第2次 )平 成 14年度～

男女平等社会実現葛飾プラン
(鷺飾区女性行動計画)   平 成8年度～

施策の遵携

葛飾区基本構想

葛飾区基本計画

・葛飾区子育て支援行動計画(後期計画)(22～26年度)・葛飾区保健医療計画(21～25年度)
口葛飾区高齢者保健福祉計画,介護保険事業計画(24～26年度)を葛飾区高齢者虐待防止計画(24～26年度)
口葛飾区障害者施策推進計画(24～29年度)
・葛飾区障害福祉計画(24～26年度)
・葛飾区教育振興ビジョン(2o～24年度)
・葛飾区生涯学習振興ビジョン(21～25年度)



恵ン極轟蓬進翻蔓

(1)男 女が、性別による固定的な役害‖分担意識又はそれに基づく社会的

な制度若しくは慣行による差別を受けず、自己の意思による多様な生

き方の選択を保障されること。

(2)男 女が、協力し合うことにより、家庭生活と社会生活の両立を図る

ことができ、家庭及び社会における役割を果たすことができること。

(3)男 女が、社会の対等な構成員として、その意欲と能力に応 じ、あら

ゆる領域における活動に参画する機会 (方針の立案及び決定の過程に

参加する機会をいう。)を 保障されること。

」



露 ン 闘 鶴鶴 轟
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一崖

目標 1:男 女が ともに協力 しあい、

誰もが仕事と家庭を大切にした質の高い暮らしを営むことができるよう、仕

事と生活の調和 (ワーク ・ライフ・バランス (※1))を推進します。

題 1 仕 事な生活の調和 (ワーク ロライフ ロバランス) 国

仕事の充実と仕事以外の生活の充実をともに実現することは、人間 らしく豊

かな生活を送るうえで必要なことであり、男女がともに多様な働き方、生き方

が選択できる社会をつくることです。

しか し 「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」(以下、「区意識調査」と

いう。)で は、男女とも 「仕事と家庭生活をともに優先 したい」という希望が一

番多いものの、現実には男性は 「仕事」を、女性は 「家庭生活」を優先 してお

り、男女ともに生活の中での優先度では希望と現実に大きなギャップがありま

す (図1)。また、男女の不平等を感 じる点として 「家事や育児のほとんどを女

性が担つていること」を女性が、「男性が仕事に追われ、家事 ・育児等家庭生活

にかかわ りにくいこと」を男性が多く挙げており、男女がこれまでの働き方や

生き方を見直すためにも、ワーク ・ライフ ・バランスを推進する必要がありま

す ( 図2 日図 3 ) 。

また、ワーク ・ライフ ・バランスは行政の取組のみで実現できるものではな

く、とりわけ企業における取組が重要です。企業がワーク ・ライフ “バランス

推進に取 り組むことにより、男女の別なく誰もが働きやすい職場環境の整備、

優秀な人材の確保 ・定着、企業のイメージ向上といつた効果が期待されます。

企業がワーク ロライフ ・バランスに取 り組むメリッ トについて、より周知する

必要があります。

明日を担 う子どもたちが、将来生きがいや働きがいを感 じ、自分 らしく生き

ることができるよう、今、社会全体でワーク ・ライフ ・バランスを推進するこ

とが求められています。

(※1)ワ ーク 'ライフ ・バランス 十「1士事と生活の調和」と訳され、国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちな

がら働き、仕事上の責任を異たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といつ

た人生の各段階に応 じて多様な1動き方が選択 ・実現できる状態をいいます。12



≪図 1≫生活の中の優先度の希望と現実 (「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成 22年/2010年)11-―
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≪図2≫  男 女の不平等を感 じる点 (「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成22年/2010年)

どの よ うな点 で男女 の 不 平等 を感 じますか 。
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≪図 3》 育児休業取得率の推移 (r東京の男女平等参画データ 2011」平成 23年 /2011年 )
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<参 考>新 たな「仕事 と生活の調和推進のための行動指針 (仕事 と生活の証和推進官民 トッフ会議 平 成 22年 6月決定)」

の中で、男との育児休業取得率を、平成 3212020)年 に 13・4Jとすることを数値目標 としご掲げているc

注 R:調 査対象は、都内全域 t鳥しょを除 く十の従業員規模 30人以上の事業所で、「建設業」、「製造業」、「1百報通信業ど、

曜 輸業 番F使崇」、「卸売業 小 売業」、「金融共 保 険業」、「不動産業 物 品賃使業」、「学frT研究 専 F鳴 技 術 け

一 ビス業」、「宿泊業 夕 食サー ビス業」、「生活関連t7‐一 ビス美,娯 楽業」.「教育、学習支援業」、「医療 福 祉」、

「サー ビス業 〔他に分類されないもの)」「その他」の 14集植、合計 2 5KXl社.

注 21平 成 191200r)年 は データな じ

:=Ⅲ I卜■部亡 士モ16F=「 1コj(笥jち「ケ'ご′■ ■|

一人ひとりのライフスタイルや、就職 ・結婚 ・出産 ・退職など人生の各段階

に応 じた生活を充実できるよう、ワーク `ライフ ロバランスの意義を子どもも

含めて広 く区民に周知 し、理解を深めるための取組を行います。

取組 取組内容 所管課

ワーク・ライ

フ白ハフンス

に関する情

報 提 供 E啓

発

さまざまな世代を対象に、ワーク〔ライフ・バランスヘの関心と

理解を深めるための活動を行います。

ロワーク・ライフロバランスに関する普及・啓発
・ワーク・ライフ・バランスに関する講座・講演会

R葛飾区職員次世代育成支援計画 第二期(特定事業主行動

計画)に基づく仕事と生活の調和の推進

人権推進課

人事課

14



ワーク ・ライフ ロバランス推進には、企業の意識改革が重要です。長時間労働の是正など、誰もが働きやすぃ職場環境を整備することは、その企業が求め
る多様な人材の確保 ・定着や企業イメージの向上につながります。このようなメリットについて、さまざまな機会に企業向けの啓発を行うほか、ヮーク .ラ
イフ・バランスに取り組む企業を支援します。

取組
取組内容

所管課

企業の職場

環境の整備
に向けた支
援

男女ともこれまでの働き方を見直 こ、家事 ・育児
いくことが大切です。特に男性た向けて、充実 した

・介護などをともに担って

家庭生活を送ることができ
るきっかけづくりを進めます。

取組
取組内容 所管課

倉覇た鎖露着法蟹写戸
クロライフ・バランスに関するさまざまな

。養嚢昌|;讐霊差告
活の調和応援事業

B事業所向け啓発誌の発行
日企画講座 (企業向け)

男性の家庭生活参画を促すための情報提供や、実践的な講
座などを行います。また、参加者同士による情報交換等、ネッ
トワークづくりに向けて支援します。

・男性の家庭生活参画促進に関する普及口啓発・男性の家庭生活参画・ネットワークづくり支援・ひとり親家庭等ホームヘルパー派遣事業

人権推進課

産業経済課

男 性 の 家

事 ・育児 ・介

護への参画

支援

人権推進課
関係各課

福祉管理課
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課題 2 募頑石稿啓万石支覆す至環境の整爾

長期的な経済の低迷や産業構造の変化により、正社員以外の労働力を求める

企業が増える中、正社員は依然として長時間労働を強いられている状況が続い

ています。また、共働き世帯が被用者世帯の過半数を占めるようになつていま

すが、男性を主たる稼ぎ手とする社会の制度はこうした変化への対応が十分に

できているとはいえません。一方で、少子高齢化による労働人国の減少により、

これまで以上に女性や高齢者の活躍が期待されているところです。

葛飾区の女性の労働力率を見ると、「A/1字カーブ」(※2)の産に当たる部分は東

京都よりも高 く、その後の値は国よりも高いことから、再就職する女性が多く、

しかも長期にわたつて働いていることがわか ります (図4)。

区意識調査では、望ましい女性の働き方として、子育ての時期は仕事を辞め、

子どもが大きくなつてからの再就職を望む意見が男女とも多く (図5)、仕事を

中断 した女性の再就職への支援が求められています。また、仕事と子育て B介

護などの両立支援を望む声は多く、安心 して仕事を続けなが ら子育て ・介護が

できる環境整備が求められます (図6)。

男女の就労に関 して、国は男女雇用機会均等法を平成 19年 (2007年 )

に改正 し、新たに男女双方に対する差別の禁止や、事業主のポジチイブBアクシ

ョン (※3〕などを盛 り込みました。しか し、女性の多くは未だに雇用の場におけ

る男女格差を感 じており、出産 ・育児等に伴 う離職によるキヤリアの中断や再

就職の難 しさなど、希望する働き方の選択肢が限られています。

男女の収入格差やパー ト・派遣という不安定雇用の増加等、社会構造に課題

があることを踏まえ、女性の自立に向けた力を高める支援とともに、セープテ

ィネッ トを含めた生活上の支援も求められています。

(※2) M字 カーブ i日本の女性の労働力人El比率を年齢階級別にグラフ化じたとき、30歳 代を谷とし、20歳

代後半と40歳 代後半が山になるアルフアベツトのMの ような形になります.M字 を描 く原因は、出産 ・

子育て期に離職する女性が多いことにあります。をお、国際的にみると、台形型に近 くなつている国が多

くあります。

(※3)ポ ジテイブ ・アクション :固定的な男女の役害」分担意識や過去の経緯から 「営業職に女性がほとんど配置

されていない」「課長以上の管理職は男性が大半を占めているJな どの差が男女労働者の間に生じている場

合、このような差を解消しようと4田々 の企業が行う自主的かつ積極的な取組をいいます。
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≪図4≫  国 。東京都 ・葛飾区の年齢階級別労働力率 (女性) (平 成 17年 国勢調査より)

≪図 5≫  望 ま しい女性の働 き方 (「葛飾区男女平等に関する意識 と実態調査」平成 22年 /2010年 )
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≪図 6≫  男 女平等社会実現のために充実すべき施策

(「葛飾区男女平等に関する意識 と実態調査」平成 22年/ 2 0 1 0年)

あ な た は 男 女 平 等 社 会 を 実 現 す る た め に 、 今 後 、 区 で は ど の よ う な 施 策 を 充 実 し た ら よ

い と思 い ま す か 。 ( 〇は 3 つ ま で )
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施量 ≧向      護 環1境の塾堕

仕事と子育て 口介護の両立支援のための環境整備、

安全で安心して暮らすための環境整備を進めます。

取 組

保 育 園 B学

童 保 育 クラ

ブの環境整

備

介護環境の

整備

高齢者や障害のある人が

所管課取組内容

働く男女が安心して仕事と子育てを両立できるよう、また、子ど

もが安全に過ごせるよう、保育施設の環境整備を進めます。

い保育園の多様な保育サービスの充実
口学童保育クラブ事業の充実

働く男女が安心して仕事と介護を両立できるよう、また、介護さ

れる人も安心して過ごせるよう、介護環境の整備を進めます。

日在宅介護支援事業  ・ 介護サービスの適切な提供の推進

・高齢者施設の整備支援  ・ じあわせサービス事業

ヨ障害者の日中活動の支援

子育て支援課

保育管理課

高齢者支援課

介護保険課

福祉管理課(社会

福祉協議会)

障害福祉課

子育て支援

サービスの

充実

父親も母親も安心して子育てができるよう、さまざまな子育て

支援に関するサービスの充実を図ります。

Bのびのびひろば事業  コ 子育て・育児グループの育成支援

Bファミリー・サポートセンター事業
Bショートステイロトワイライトステイ事業

育成課

子ども家庭支援課

地域教育課
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希望する女性が出産や育児などで離職することな く継続 して働けるよう、
た一

時離職 した女性の再就職などの支援に取 り組みます。
また、生活上さまざまな困難のある女性への支援を進めます。

取組
取組内容 所管課

黒整を,告ま畳堺P職
i再就職に向けて、さまざまな角度からの

コ資格取得支援
・再就職講座
・女性のためのしごと相談 【新規】

ま

女性の就労
に向けた支

援

ひ とり親 家
庭への支援

取組

産業経済課
人権推進課

子育て支援課
福祉管理課

だれもが、それぞれの希望に応じた多様な働き方|を選択できるよう、資格取
得や起業に向けた支援を行います。

ひとり親家庭が安心して生活できるよう支援します。

日母子家庭の母の就労支援事業
・ひとり親家庭等ホームヘルパー派遣事業 《再掲》

へ の

取組内容

個人の希望に応じた働き方を実現するための情報提供や支援
を行います。

J企業B区民向け情報誌等による啓発及び雇用促進事業・資格取得支援 《再掲》
コ開業セミナー
ロ障害者就労支援事業

多様な働き
方に関する

情 報提 供 ・

支援

産業経済課

障害福祉課
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目標 2:男 女が ともに人権 を尊重 しあい、

男女が互いの人権を尊重し、生渥にわたつて心もからだも健康に暮らすこと

ができる、暴力のない社会の実現に向けて地域全体で取り組みます。

轟 i i l _

あらゆる暴力の根絶|

配偶者暴力 (※4)は 、人間の尊厳をも傷つける重大な人権侵害行為です。「暴

力」とは、身体的なものだけでな く、心を傷つけることや精神的に支配するこ

とも含みます。配偶者暴力は配偶者間にとどまらず周囲の者にも及ぶ場合があ

り、特に子どもへの暴力は深刻です。直接的な暴力を受けるだけでなく、その

現場を目撃すること、暴力を受けた母親がそのはけ日として子どもに対 して身

体的 B心理的暴力をふるう、ネグレク ト(※5)す るなど、配偶者暴力と児童虐待

は密接な関係にあります。また、若年層を中心とする交際相手か らの暴力 (デ

ー トDV)も 問題になつています。

配偶者暴力に関する相談は年々増加 し、特に区市町村における相談件数の増

加は著 しいものがあります (図7)。 しか し区意識調査では、何 らかの被害を受

けたと回答 した女性は 3害1に達 していますが、そのうちの 5割 以上が 「相談 じ

なかつた (できなかつた)」と回答 し、被害を受けても公的な機関への相談につ

ながりに くいことがわか ります (図889)。 また、配偶者暴力の防止及び被害

者支援のために必要なこととして、配偶者暴力防止の意識啓発と緊急時の対応

が多く挙げられています (図10)。

被害者支援においては、早期発見か ら通報 '相談 B一時保護 8生活再建に至

るまで、各段階における適切な対応と本人の意思を尊重 した支援を行い、被害

者が安全で安心 した生活を送れることが重要 とな ります。被害者は、生活や就

業、子どものことなど複合的な課題を抱えていることが多いことか ら、関係機

関との連携を強化 し、切れ目のないきめ細やかな支援を充実させる必要があり

ます。

配偶者暴力だけでなく、セクシュアル コハラスメン トやス トーカー行為、性

暴力、児童虐待や高齢者虐待等、あらゆる暴力の防止に対する啓発は、さまざ

まな機会をとらえて進めていくことが重要です。

男女がともに人権を尊重 しあい、全ての人が安心 して暮 らせる社会を実現す

るため、あらゆる暴力の根絶に向け、金力で取 り組むことが求められます。

的鏑罫ン整七管辮畳聯
1謀
縄醒 鑑 慾 醒 【

場合によつては生命に危険を及ぼすことがあります。



≪図7≫  都 内相談件数の推移 (「東京の男女平等参画データ2011」平成 23年/2011年)一

≪図8≫配偶者暴力被害の経験の有無 (「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成22年/2olo年)庁
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≪図9≫ 配偶者暴力被害の相談の有無 (「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成 22年 /2010年 )

工I)～ (夕)の  何 度もと2た 」「1主_2度 あつと上」こ、 1つ でも0を つけた

菱 |
あなたはこれまでに、だれか に打ち明けた 相言炎した りしましたか。

里:!王坐J

全 体

女 1生 t2さ 8)

り! 1生

≪図 10≫配偶者暴力防止に向けた取組 (「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成 22年 /2010年 )
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※施策の方向 1～ 4と その事業は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」第2条の3第 3項 に定められた 「市町村計画」に該当し、「第2次葛飾区配偶者暴力の防止及び被害者保護のための計画」として位置づけます。

この計画では、予防 ・啓発の観点において、幅広く、交際相手からの暴力についても対象とします。

罪となる重大な人権侵害であるという認識を、さまざまな機会をとらえて啓発します。特に将来、子どもたちが新たな
被害者 ・加害者とならないょぅ、家庭 ・地域 中学校の場で、暴力は決して許さないとぃぅ意識づくりへの予防啓発に取り組みます。

取組内容

配frS者暴力に対する意識啓発と暴力防止について、ぁらゆる
世代が正しく理解できるよう、さまざまな角度から普及コ啓発に
取り組みますc

・「女性に対する暴力をなくす運動Jの推進口若年層に向けた啓発
・配偶者暴力防止に関する冊子Bパンフレットの作成・配布

未然防止に

向 け た 普
及・啓発

L_

医師や保健医療関係者、学校、幼稚園、保育所、民生委員 。児童委員、福祉
関係者等は、日常業務を通 じて配偶者暴力に気づきゃすぃ立場にあ ります。こ
れ ら関係者が、暴力を早期に発見 し、配偶者暴力の特性を十分に理解 した上で「
被害者の安全に配慮 しながら適切な対応が図れるよう、情報提供や研修の実施
をします。

取組
取組内容

早期発見から適切な被害者支援につなげられるよう、配偶者
暴力を発見しやすぃ立場にいる関係者・機関との連携を図りま
す。

し要保護児童対策地域協議会
〔医療・t扇祉関係者等への早期発見に向けた周知口啓発

子ども家庭支援課
人権推進課

人権推進課

早期発見の

推進 に向け
た連携
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鋒
被害者本人や、周囲で配偶者暴力に気づいた人が、す ぐに相談につなげられ

るよう、配偶者暴力の相談場所の周知徹底を図 ります。特に、若い世代の女性

も気軽に相談ができるよう、インターネッ トなどの媒体を活用 した PRを 進め、

誰もが相談 じやすい環境整備を進めます。

取組 取組内容 所管課

相談窓 田の

周知

相談先がすぐにわかるよう、相談窓田周知カード等の配布及

び設置場所を拡充し、周知を徹底じます。       ,

日配偶者暴力相談窓日周知の拡充

相談事業の

充実

誰もが悩みを抱え込まずに安心して相談できるよう、相談窓田

の充実を図ります。

・女性に対する暴力相談(DV相談)
・婦人相談
B母子相談
・24時間電話相談(高齢者虐待防止ネットワーク事業)
・外国人生活相談
=DV被 害者グループカウンセリング 【新規】

DV法 の改正により設置努力義務となつた配偶者暴力相談支

援センター機能について検討・整備します。

い配偶者暴力相談支援センター機能の検討・整備 【新規】

配偶者暴カ

相談支援セ

ンター機 能

の 検 討 B整

備

人権推進課

人権推進課

東西生活課

子育て支援課

高齢者支援課

文化国際課

人権推進課
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被害者やその子どもの安全を最優先に しなが ら、本人の意思を尊重 した支援
を行 うため、被害者支援に従事する職員の資質の向上に努め、各関係機関との
連携を進めます。また、区の窓田職員、福祉関係職員等の研修を充実 し、配偶
者暴力の正 しい知識の啓発や二次被害 (※6)防止に努めます。さらに、被害者を
サポー トするボランティァの育成 口支援など、地域の中で被害者の支援に関わ
る人々を増やすための取組を行います。

取組
取組内容 所管課

螢忌香賢還 私嬰重音親婆夢挿
機聞歌る連携を割こ

・婦人相談 《再掲》
口母子相談 《再掲》
・被害者情報の適切な取り扱い
。住民基本台帳事務における支援措置

安全確保に

向けた体制
の整備

自立に向け
た支援

被害者支援
に向けた連

携

整邑穐ュ数

に自立した生活が送れるよう、きめ細やかな支

B都営住宅優遇抽選の情報提供
・婦人相談 《再掲》
・母子の生活再建に向けた支援

東西生活課

子育て支援課

関係各課

戸籍住民課

住環境整備課
東西生活課
子育て支援課

潜匡憂晶盈乱掲亀ギ
切かつ切れ目なく行うため、関係機関と

.宏ピ罷筵桑緊馬参
連携会議の運営

i昌昌含省富魯魯]岳E喜啓智畳軽》
人権推進課

子ども家庭支援課
高齢者支援課

( X 6 )二 次被害 i被害者に対する相談や支援を行う中で、配偶者暴力について十分理解 していなかったり、被害者の話をきちんと聴かないで判断 したりすることにより、さまざまな暴力ですでに深い傷を彙っている被害者をさらに傷つけてしまうことをいいます。

25



施策の方向5_あ らゆる暴力防止に向けた取組

性別や年代 ・障害の有無 ・国籍を問わず全ての人に対 して、セクシュアル・ハ

ラスメン トや性暴力 口児童虐待等、あらゆる暴力の根絶に向けた意識啓発のほ

か、さまざまな取組を進めていきます。

取組内容 所管課

男女がともに人権を尊重しあえるよう、さまざまな暴力防止に

関する意識啓発のための活動を行います。

日さまざまな暴力防止に向けた講座,講演会
,人権啓発紙による啓発
・犯罪被害者支援のための取組 【新規】

人権推進課

各関係課口関係機関との連携を図ることにより、あらゆる暴力

の防止に向けた取組を進めていきます。

関係機関と

の連携

子ども家庭支援課

高齢者支援課

人事課
掲

≫

再

策

止

談

対

防

構離繭紳

要

高

ハ
　
一

●

　

●

　

●
　

　

一

啓発活動
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睡 三=     瑠

男女平等社会の実現のためには、男女が互いを尊重 しあい、相手に対する思
いや りをもって生きてぃくことが必要です。互いに自立 し、社会を支えるパー
トナーとして健康で安全な生活を送ることができるよう、女性も男性もそれぞ
れの身体について十分理解 し、自分と自分以外の人を大切にする意識を持つこ
とが必要です。女性は、子どもを産むといぅ生物学的特徴があり、乳 B幼児期、
思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等、人生の各段階に応 じて男性とは異な
る健康問題があることを、男女がともに理解 し留意する必要があります。配偶
者暴力や性暴力の未然防止を含めて、子どもの発達段階を踏まえた性教育の充
実が望まれます。

区意識調査において、女性が性や妊娠 ・出産に関 して自分で決めるうえで必
要なこととして、「『子どもの数や子どもを産むか産まないか等について自分で
決めること』とぃう考え方についての情報提供や相談体制の充実」といぅ回答
が男女とも 1害1に満たず (図 11)、性と生殖に関する健康と権利 (※っ について
の理解が進んでいないのが現状です。女性の人権尊重の観点か ら、女性が自ら
の意思で生き方を選べるよう、性と生殖に関する健康と権利への理解を進めて
いくことが特に求められます。

また、テ レビや新聞、雑誌等のメディァによる影響力は極めて大きく、中に
は固定的性別役割分担意識にとらわれたものや女性に対する暴力表現など、性
に対する誤 ったィメージを社会に広めているものもあります。区意識調査にお
いても、性や暴力に関する倫理観が損なわれているものや、子どもへの悪影響
を及ぼすものもあると感 じてぃるとの回答も多く (図12)、女性や子どもへの人
権侵害が懸念されています。最近ではパ ソコンや携帯電話などのインターネッ
トツールの普及により、世界中の情報が簡単に得 られる反面、誤 った情報も同
じように得 られて しまうため、それ らの情報に対する正 しい判断が一層必要と
なります。

( ※7 ) 性と生殖に関する健康と権利 iリフ回ダクティブ Jヘルス/ライッをいいます。平成 6年 (19 9 4年)の 国際人口 開ヽ発会議で提言されました。女性が子どもを産むかどぅか、産むならいつ何人、安全な妊娠 ・出産、子どもが健康に生まれ育つこと等、これらの全てを強要されるものではなく、女性自ら意思決定できる権利を指します。 27



≪図 11≫ 性 や妊娠 ,出産に関 して女性が決めるうえで必要なこと

ようなことが必要だと思いますか。(0は 2つ まで)

娠 。出産1や,1は、女性が自分の健康を守るために、性

60(・B)

子どもの成長と発育に応じた性教育

喫煙や薬物等、健康への害についての情報提
供,相談体制の充実

性や妊娠・出産についての情報提供・相談体制
の充実

更年期についての情報提供・相談体制の充実

性感染症についての情報提供・相談体制の充
実

期 数ヽ諮 転琺鑓講岳暑畳
その他

わからない

無回答 |‐18

《図 12≫ 性 J暴 力等についての意識
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(「葛飾区男女平等に関する意識 と実態調査」平成 22年 /2010年)
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テ レビ、 ビデオ 、イ ンターネ ッ ト、映画 、新聞、雑誌、広告な どの メディアでの固定的

|

テ レ氏 E ァ 及 イ ンタ~ 千 小 叫 … …

翌 壬 : 空 壁 ニニ」

な性 別役割 分理 の 表現 や 、女性 に対す る暴 力、身体 、性 の表

の よ うに感 じています か 。 ( Oは あては ま るものすべ て)

60(托) 0 60(%)
rl・(1)3)ヽも)

子どもの目にふれないような配慮が足りない

社会全体の性や暴力に関する倫理観が損なわ
ねゥている

女性の性を過度に強調するなど、行き過ぎた表

現が日立つ

女性に対する犯罪を助長する恐れを感じる

見たくないのに見せられて不愉快

固定的な性別役割分担を助長する表現が目立

その他

特に問題はない

わからない

無回誉

警葺要郵諌ば
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年代に応じた の

男女ともに生涯を通 じて健康に暮 らしていけるよう、健康増進や病気の予防
と早期発見のための環境整備に努めます。

また、女性が妊娠や出産などについて自ら意思決定できるよう、性と生殖に
関する健康と権利への支援を推進 し、子どもの成長発達に応 じた性教育を充実
させます。

取組内容 所管課

婚糧窪餐擢唇羅逢鸞
利の支援、また男女の生涯を通じ

i」争雲軍昼匡魯富離蛋啓富]怨1極嬰雪尻轟蓮
・乳がん検診

麗誓S害話盤亀穐劇
コ妊婦健康診査 Ⅲ特定不妊治療費助成事業

健康に暮らしてぃくための基本的な健康診査を行い、区民の
健康管理を進めます。

・葛飾区基本健康診査  ・ 20歳代日30歳代健康診査

獲聾遷抗婁宇:育

児期1手おける、父親コ母親の心身の健康支

・親と子のこころの相談室

:景誓吾捨長疏!=晃鑓晶撃i腱督評

量室Q方 向2,づ !ィア…ⅢJ手う S,_蕊 向上
人権尊重や男女平等の視点に立って、一人ひとりがメディァからの情報を正

しく選択 ・活用できる能力を身につけられるよう、メディァ・リテラシー (※8)
のさらなる向上を図り、情報モラルの普及 ・啓発を進めます。

取組内容 所管課

口子宮がん検診
・前立腺がん検診

メディァ・リテラシーヘの理解を深めるための普及・啓発を推進
します。

・メディァ・リテラシー向上に向けた講座
・行政の発行する印刷物等への男女平等の視点からの点検口地域における有害広告物口不健全図書の自動販売機の追放
活動への支援

人権推進課

地域教育課

指導室

理 教育の推進(情報教育担当職員研修)

性 と生殖 に

関する健康
と権 利の支

援

健康の維持
増進

子育て世代
への健康支

援

人権推進課

指導室

保健予防課

健康推進課

子ども家庭支援課

健康推進課

子ども家庭支援課

メディァ ・リ

テラシー の

向上

(※8)メディァリテラシー,メディ
岳g重!圏電讃、盟ど許鱗羊曇忌穣承g溝宙?室盲是舛ど雪喜名こ

デイアからの情報をただ受動台
とが求められています。

〔
υ

つ
４



目標 3:男 女角ミともに平等意識 をもつて、

男女があらゆる分野で活躍し、多様な意見が反映された活力ある地域社会と

なるよう、意識の改革や男女の参画に向けて取り組みます。

葛飾区が 「葛飾区男女平等推進条例」(平成 16年 /2004年 )を 施行して

から8年が経ち、葛飾区世論調査などの結果によると男女平等意識も少しずつ

浸透しています。しかし区意識調査をみると、十分男女平等だと感じている人

は多くありません (図13)。また、男女の地位についても、ほとんどの面で男性

が優遇されていると感じている人が多く、男女別では女性のほうが r男性優遇

である」と感じる比率が高くなつています (図14)。

結婚観についての区意識調査では、「結婚をするかしないかは個人の自由であ

る」とした意見が多いものの、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」とする意

見が4割近くあります。実態としては共働き家庭が年々増加しているにもかか

わらず、未だに固定的な男女のあり方が残つていることがわかります (図15)。

男女がともに、お互いを認め合いながら自身の個性と能力を十分に発揮でき

る社会を実現するためには、固定的性別役割分担意識の解消が重要です。

また、男女平等社会を実現するために、学校教育の場で何が必要かを区意識

調査できいたところ、男女の別なく個性や能力を活かせる指導や、人間として

の尊厳、平等を尊重することに力点を置いた指導が求められています (図16)。

次代を担う子どもたちが、男女平等意識のもとに4国性と能力を発揮できるよ

うに育つためには、学校教育とともに、家庭 ・地域での男女平等教育も必要で

す。

さらに生涯学習の場において、人生を通じたそれぞれの段階に応じ、男女平

等意識を高める学習が求められます。
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≪図 13≫ 男女平等社会の進度 (「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成 22年 フ/2010年 )

あなたは 日 々 の 暮 ら しの 中 で ミ 男女平等社 会 は どの程度 進 ん でい る とに乱 まヽすか 。
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≪図 14≫ 男 女平等観 (「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成 22年 /2010年 )

号窪ぞ磐笹密ま雷垢密塁売増?基畳戸評
丁=手5'こ丁夢戸

|
あ なた は 、次 の よ うな面 でョ

の それ ぞれ に つ ぃ て 、 ぁ なた o

( Oは それ ぞれ 1つ ず っ) |

夕1■

'|卜'ト

京庄 ■さ

rヤ )■ 枝 教 育y)場

ギ
等
で
あ
る

無
回
督

わ

か

ら

な

い

厳　一鞍囃
諄優
遇
され

iニブ 1女 h f r )場

オ" ,去,世キ十Jt′ら十

il_1弾 ■■上上=主主主生=主 主主主主空     |

曜 ン ン ン 還ゴぶン と‐ェ11111ャン :|
295

女 性

ケ) f : i l て〔! t t
Ⅲと在“ |

ヽ
で

す
≡

不

31



≪図 15》 結婚観  (「 葛飾区男女平等に関する意識と実態調査ュ平成 22年 /2010年 )
= = = = = = = = = = = ! 一
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≪図 16≫ 男 女平等社会実現のために学校教育の場で力を入れるべきこと

あなた は男女 平等 の社 会 を実 現す るため には、学校 教 育 の場 で は特 に どの よ うな ことに

力を入れればよいと思 いますか。 (○は 3つ まで)

(「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成 22年 /2010年 )
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継続的な普
及口啓発

埜観点に立った
未だに根強 く残ってぃる固定的性別役割分担意識て砂解消と、男女平等につい

ての理解をより深めるような広報 口啓発活動を進めます。

取組内容 所管課

晟斎g誓啓要私亀岳藁窪警葦智&裁
に男押等を離するた

i昌変憂雷蓼警亀畜徒蒼著者路譜
レフェスタ)

コ男女平等に関する講座コ講演会
`啓発紙等の発行

学校教育と同時に、子どもたちを育む家庭や地域てD中 でも男女平等の視点に
立った学習を進めるなど、地域全体で男女平等意識の形成に向け取 り組みます。

また、幅広 く区民を対象 と した生渥学習の場においても、男女平等意識 を高
めるための学習機会 をよ り充実 させます。

取組内容

学校における男女平等や人権教育を進めるとともに、子どもた
ちと直接関わる教職員や保育士等を対象とした研修を進めま

育ちの場 に

おける男女

平等教育の

推進

生涯学習に

おける男 女

平等教育の

推進

す 。

・学校での人権教育の推進

〔貢健紫客に騒 訴穆塁
かかわる適正な指導

B男女平等教育を進めるための教員研修

署
平等保育を進めるための保育士研修

季rや

地域における男女平等に関する学習機会を提供しま

コかつしか区民大学
・子育て講座 (家庭教育講座)《再掲》
B家庭教育応援制度 《再掲》

指導室

人権推進課

保育管理課

生涯学習課

地域教育課

人権推進課

33



塵ゴ望] 主堅上_ 塾二ゆ埜 壁生空壕翠型坐参聾理聖里

男女平等社会実現のためには、男女がともに対等な立場であらゆる分野に参

画 し、社会的責任を果たすことが重要です。特に政策や方針決定といつた社会

的な意思決定過程への女性の参画拡大は重要ですが、葛飾区における政策 ・方

針決定過程への女性の参画率は 24 4%(平 成 23年 /2011年 3月 31日

現在)と 、従来から目標値として掲げていた 300/oに依然として届いていませ

ん。区意識調査では女性の参画を妨げている要因として、男性優位の組織運営

の問題や、女性の参画を進めようと意識 している人が少ないといつた意見が挙

|ずられています (図17)。

女性が自信を持つてあらゆる分野へ参画 していくためには、女性自身の意欲

と能力を引き出すための研修や、積極的に参画の機会を増やすなど組織の側か

らも取 り組む必要があります。女性がその能力を十分に発揮 し、責任を持つて

社会参画することは、女性の自立と自己実現を進めるだけでなく、多様な意見

を地域や社会に反映させることになり、その活性化にもつなが ります。

地域活動の場においては、多くの女性が活躍 しています。 しか し、例えば自

治町会や PTA等 の団体の代表者には男性が多く就いているのが現状です。男

女が対等な立場で活動できるよう、活動団体における意思決定過程への女性の

参画を促す取組が求められます。他方で、団塊の世代が定年を迎え、仕事等で

培つた知識や経験を活か し、男女平等の視点に立つていきいきと活躍できる地

域活動の場が求められています。幅広い世代の男女がともに社会のあらゆる分

野で活動できる仕組みの構築が必要です。
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≪図 17≫ 政 策や方針決定過程への女性参画を妨げてぃる要因

(「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」平成 22年 /2010年 )
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女性が自信を持ってあらゆる分野で,舌躍できるよ
伸ばしてぃくための取組を進めます。

う、その意欲を高め能力を

取組

学習の場の

提供

取組内容 所管課

人権推進課

性別にとらわれず、自分らしさを活かし伸ばしてぃくための情
報や学習機会を提供します。

'固定的性別役割分担意識にとらわれない職業観の育成
【新規】

・能力発揮のための講座・講演会
・企画講座(地域団体向け)

Ｅ
Ｕ

つ
じ



審議会等委員の男女バランスに配慮 し、女性が意思決定過程に積極的に参画

できる環境づくりを推進 します。

取 組 取組内容

女性が意思決定過程に参画できるよう、審議会等への女性の

参画に向けた取組を進めます。

日審議会等への女性の積極的な登用
・「審議会等への女性の参画促進に関する指針」の活用による

女性の登用促進
,「政策・方針決定過程への女性の参画状況調査」の実施・公

表
・区職員が昇任し活躍できる職場環境づくり

画推進

勢
地域活動において男女がともに活躍できるよう、また幅広い世代の男女が新

たな活動を進めるためのきつかけづくりや支援を行います。

取組
所管課

審議会等ヘ

の女性の参

画促進

地域団体の

リーダーヘ

の女性の参

地域活動参

画 へ のきつ

かけづくり

地域活動参

画への情報

提供8支援

地域において女性リーダーを増やすための働きかけを進めま

す。

・地域の場における女性の参画調査 【新規】
日高齢者クラブヘの女性の参画の働きかけ

男女がともに地域のさまざまな場面で活躍するためのきつかけ

となる事業を行います。

日地域活動への女性の参画の働きかけ
Bボランテイア活動推進事業
・シエアボランティア養成講座

関係各課

人権推進課

人材育成課

人権推進課

高齢者支援課

地域振興課

福祉管理課 (社会

福祉協議会)

高齢者支援課

地域振興課

高齢者支援課

福祉管理課 (社会

福祉協議会)

育成課

行
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男女平等社会の実現に向け、金庁を挙げて一体的に取 り組みます。

醸 爾 強化i亜 夏田

男女平等社会の実現に向け、男女平等の拠点である男女平等推進センターが
より多くの区民に活用されるよう、各種講座や研修、女性のための相談機能と
活動団体への支援事業を充実させます。また、この男女平等推進計画を区民と
共有 し推進できるよう、広 く周知に努めます。

所管課

・男女平等推進センター及びセンター事業の周知・情報発信口男女平等に関する資料の収集 H提供
コ各種相談事業
B各種相談における一

時保育事業 【新規】

盤ンン慾繰」懐嬢
=男女平等推進本部

人権推進課

管理
男女平等社会の実現は区の理念であり、男女平等推進のための施策は全庁的

に取り組む必要があります。男女平等推進本部を中心とした庁内組織の連携を
強化し、施策の進捗状況を目に見える形で管理するとともに、条例設置の葛飾
区男女平等推進審議会において評価します。また、課題ごとに数値目標を設定
し、計画の成果をわかりやすく公開します。

事業名
所管課

人権推進課

つ
０



O区 職員の意識啓発

区は男女平等社会の実現に向けて先導的な役割を果たす必要があります。区

職員の男女平等意識の啓発、配偶者暴力被害者への二次被害防止のための研修

など、さまざまな取組を行い、男女平等意識の理解をより深めます。

口職員を対象とした男女平等研修
口窓固職員等研修 《再掲》

人材育成課

人権推進課

麹

男女平等推進に向けた取組は、区民や企業、

学等の機関との連携 コ協働が不可欠です。区は、

より効果的な啓発事業を進めます。

地域活動団体、NP O団 体、大

区民やこれ らの機関と連携 し、

口大学、NPO等 との交流・連携
・男女平等推進センターまつり(パルフエスタ)《再掲》
B企画講座 (地域団体向け)《再掲》

国コ都等と万蓮調

男女平等社会の実現に向けた取組は、区だけでは解決できない課題が多く存

在 しており、法や制度の整備、規制等は、国 ・東京都など関係機関との協力が

必要とな ります。また、他自治体や東京都との情報交換を積極的に行 うなど、

連携を密に取 り組みます。

事業名

人権推進課

人権推進課

38

・男女平等の諸施策の充実に向けての国・東京都への要請
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⊂王王= 件画 事 繭 蕗 s ~ ~ ~ D

目標 1 男 女がともに協力しあい、仕事も暮らしも築じめるまち かつしか

～誰もが仕事と家庭を大切にした質の高い暮らしを
憂整繍 弓塊 ィフ.バランス)を推進します。～仕事と全

〇課題1仕 事と生活の調和(ワークとライフ・パランス)の推進

施策の方向           取 組             計 画事業

1 ワーク ライフ・バランスの

推進に向けた普及・啓発

ワーク ライフ アミランスに

関する情報提供・啓発

1ワ ーク ライフ バランスに関する普及・啓発

2ワ ーク ライフ バランスに関する講座・議演会

3葛 飾区職員次世代吉成支援計画 第二期(特定事業主行動

計画)に基づく4士事と生活の調和の推進

企業の職場環境の整備に

向けた支援4動き方の見直しに関する

企業への働きかけ
5企 業向けセミナー

7企 画講座(企業向け)

4企 業向け仕事と生活の調和応援事業

6事 業所向け啓発誌の発行

8男 性の家庭生活参画促進に関する普及・啓発

男性の子育てや介護への

参画支援

男性の家事口育児・介護への

参画支援 9男 性の家庭生活参画・ネットワークづくり支援

10ひ とり親家庭等ホームヘルバー派遣事業



目標1 男女がともに協力しあい、仕事も暮らしも楽しめるまち かつしか
～誰もが仕事と家庭を大切にした質の高い暮らしを営むことができるよう、

仕事と生活の調和(ワーク,ライフ・バランス)を推進します。～

O課 題2多 様な働き方を支援する環境の整備

施策の方向 取組

保育園・学童保育クラブの
環境整備

計画事業

il保 育国の多様な保育サービスの充実

12学 童保育クラブ事業の充実

17障 害者の日中活動の支援

20ファミリー サポート

☆=新 規事業

1 保 育・介護環境の整備

介護環境の整備
13在 宅介護支援事業

14介 護サービスの適切な提供の推進

15高齢者施設の整備支援

16しあわせサービス事業

子育て支援サービスの充実
18のびのびひろば事業

19子 育て 育ヽ児グループの育成支援

1ショートスティ・トワイライトステイ事業

22子 育て講座 (家庭教育講座)

23家 庭教育応援制度

センター事業

女性の就労に向けた支援

ひとり親家庭への支援

2女 性のための就労支援

4資 格取得支援

26☆ 女性のためのしごと相談

7母子家庭の母の就労支援事業

10ひと望押家庭等ホームヘルパー派遣事葵
~承

雇譲野

個人の希望に応じた
働き方への支援

多様な働き方に関する
情報提供・支援

28企 業う
野民向け情報誌等による啓発及び雇用促進事業

24資 格取得支援 《再掲》

29開 業セミナー

30障 害者就労支援事業
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目標2男 女がともに人権を尊重しあい、自分らしく生きることができるまち かつしか

～男女が互いの人権を尊重し、生涯にわたつ鴫金最斜8ド程蟹唇奨邑酒簡群著播蓄醤体で取り組みます。～

O課 題  ヽあ らゆる暴力の根絶

取組 計画事業 ☆=新 規事業
施策の方向

31「女性に対する暴力をなくす運動」の推進

1 配偶者暴力の未然防止
未然防止に向けた普及 '啓発

若年層に向けた啓発

33配 偶者暴力防止に関する冊子 パヽンフレットの作成増己布

配偶者暴力の早期発見の推進
早期発見の推進に向けた連携

54☆ 犯罪級害者支援のための取組

38婦 人相談  《再掲》

安全確保に向けた体制の整備
4被 害者支援の充実 39母 子相談  《 再掲》

45住 民基本台帳事務における支援措置

46都 営住宅優遇抽選の情報提供

48 DV関係機関との連携会議の運営

被害者支援に向けた連携

34要 保護児童対策地域協議会 《再掲》

51高 齢者虐待防止ネットワーク事業

34要 保護児童対策地域協議会

35医 療・4富祉関係者等への早期発見に向けた周知・啓発

52さまざまな暴力防止に向けた講座・講演会

5あ らゆる暴力防止に向けた取組 53人 権啓発紙による啓発

34要 保護児童対策地域協議会 《再掲》

関係機関との連携
51高 齢者虐待防止ネットワーク事業 《再掲》

55ハ ラスメント相談J苦情処理委員会

96配 偶者暴力相談窓口周知の拡充

相談窓日の周知
3相 談の充実

7女 性に対する暴力相談 (DV相 談)

4024時 間電話相談 (高齢者虐待防止ネットワーク事業)

41外 国人生活相談

2☆ DV被 害者グループカウンセリング

酉B偶者暴力相談支援センター

機能の検討`整備

相談事業の充実

自立に向けた支援

※点線内は、「第2次葛飾EXI配偶者暴力の防止及び

被害者保護のための計画」として位置づけます。

39母 子相談

43☆ 配偶者暴力相談支援センター機能の検討・整備

44被 害者t育報の適切な取り扱い

婦人相談  《再掲》

7母 子の生活再建に向けた支援

49窓 回職員等研修

50☆ 民間グループの育成・支援

|

|
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目標2男 女がともに人権を尊重しあい、自分らしく生きることができるまち かつしか
～男女が五いの人権を尊重し、生涯にわたって心もか

畳斉程蟹雰異轟繍 朧 体で取り組みます。～暴力のを

O課 題2お 互いの性の尊重と健康支援

施策の方向 取 組
☆=新 規事業

1籠
鏡讐垢集蟹

健康支援と 5生「
瞥と生殖に関する健康と権利」に関する事業

子官がん検診

62前 立腺がん検診

63子 育てママの健康チェック(母親健診)

64妊 婦健康診査

5特 定不妊治療費助成事業

66葛 飾区基本健康診査

720歳代・30歳代健康診査

68親 と子のこころの相談室

膳気名聖ざ
する健康と

堕 生空の発達段階に

53エ イズ・性感染症対策の充実

59乳 がん検診

61☆ 子宮頸がん予防ワクチン接種

健康の維持増進

子育て世代への健康支援
母親学級・ファミリー学級・休日パパママ学級

野 て・育児グループの育成支援  《 再掲》

2メ ディァ・リテラシーの向上

70メディァ リテラシー向上に向けた講座

71行 政の発行する印刷物等への男女平等の視点からの点検

芝

隅 毬 鱒
款 告物・不健奎

メディァ‐リテラシーの向上

73情 報孝育の推進 (情報教育担雪稿寝高藤窮
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目標3男 女がともに平等意識をもつて、個性と能力を発揮できるまち かつしか

～男女があらゆる分野で活躍し、多様な意見が反映さ
警亀ぁ&隆 集鵠鶏島捷薬鏡舗 と取り組みます。～

O課 題1 男女平等意識の確立

施策の方向           取 組

2男 女平等教育の推進と

生涯学習の充実

○課題2あ らゆる分野への男女の参画促進

施策の方向           取 組

学習の場の提供
1 女 性の能力発揮支援

3地 域活動への参画促進

計画事業

75男 女共同参画週間に向けた取組

76男 女平等に関する講座B講演会

77啓 発紙等の発行

78学 校での人権教育の推進

82男 女平等保育を進めるための保育士研修

23家 庭教育応援制度 《再掲》

計画事業 ☆=新 規事業

93地 域活動への女性の参画の働きかけ ~~E

5シエアボランティア養成講座

6市 民活動参画に向けた相談・情報提供

97介 護予防地域パワー蓋成事業

育ちの場における男女平等

教育の推進

74男 女平等推進センターまつり(パルフエスタ)

継続的な普及・啓発男女平等の視点に立つた

意識改革の推進

79学校における男女平等にかかわる適正な指導

80人 権教育に関する研修会等

1男女平等教育を進めるための教員研修

83か つしか区民大学
生涯学習における男女平等

教育の推進 22子 育て議座(家庭教育講座)《 再掲》

84☆ 固定的性別役害1分担意識にとらわれない職業観の育成

85能 力発揮のための講座・講演会

企画講座(地域団体向け)

への女性の参画促進
87審 議会等への女性の積極的な登用

88「審議会等への女性の参画促進に関する指針」の活用による

女性の登用促進

39「政策・方針決定過程への女性の参画状況調査」の実施H公表

90区 職員が昇任じ活躍できる職場環境づくり

政策・方針決定過程への

女性の参画推進

地域団体のリーゲーヘの

女性の参画推進

☆地域の場における女性の参画調査

94ボ ランティア活動推進事業

16じあわせサービス事業 《再掲》

20フアミリー サポートセンター事業 《再掲》
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計画の推進 男女平等推進のために

☆=新 規事業

壁撃1室主遅型空皇ヤンタ
=及びセラ

暴糞
平等推進センター機能の

区民・民間団体等との協働

101☆各種相談における一時保育事業

102☆ 数値目標の設定による進捗管理

103「葛飾区男女平等推進訂画進捗状況調査」の実施 公ヽ表

i04男 女平等推進審議会

74男 女平等推進センターまつり(ノウレフェスタ) 《再掲》

推進体制の強化に向けた取組

男女平等に関する資料の収集・提供

100各 種相談事業

男女平等推進計画の進捗管理

i05男 女平等推進本部

区職員の意識啓発

106職 員を対象とした男女平等研修

50窓 El職員等研修  《 再掲》

国・都等との連携
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計 画 事 業 串 覧

‐

事業名 所管課 事業内容

| ワーク・ライフ バランスに関する普及白啓発 人権推進課 紡擬繰ゲ采チ喬a慧浮署穐晶豪翻 阜持撃与芦
印

2 ワーク ラヽイフ バランスに関する講座 a講演会 人権推進課 亀翻累ほに納 品瞥格麒 電主献糠 篭
演会を開催します。

葛飾区職員次世代育成支援計画 第二期(4寺

定事業主行動計画)に基づく仕事と生活の調和

の推進

人暮課 暑盟蒲 麟 晶鰻 擬香』戦 玲彎ち
イフiバランスを推進します。

4 企業向け仕事と生活の調和応援事業 人権推進課
東京都中小企業両立支援推進助成金(平成25年度まで)の

上乗せ助成を実施します。

企業向けセミナー 産業経済課
人権推進課

ワーク ライフ バランスの推進や育児休業制度の定着を図

るため、区内の企業向けにセミナーを開催します。

事業所向け啓発誌の発行 人権推進課

人権推進課

縁衛梶轟経    訴 幾橘
けに情報誌を発行します。

隆鶴催署窯琶ゲ密当嚢箭亀鵠七柔姦墨患覇扇堅罫景鴨暦
運営を支援します。

7 企画講座(企業向け)

8 男性の家庭生活参画促進に関する普及'啓発 人権推進課

|

男性の家事。育児・介護への参画が進むよう、意識啓発に

関する事業や情報提供を行います。

男性の家庭生活参画・ネットワークづくり支援 関係各課 暑畢覆軽壽露露静勝覇整が要

ひとり親家庭等ホームヘルバー派遣事業 福祉管理課 裟餡 客憲奮昌雷置遅号憲窮格子千密茸云鰹 昇惑置し
ます。

保育園の多様な保育サービスの充実
子育て支援課

保育管理課 暑薔薔護播諮
対応します。

学童保育クラブ事業の充実 曜謡囃 滉還機醍観協生鑓
保育クラブに経費の一部を助成し実施します。

子育て支援課
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事業名 所管謀|
事業内容

在宅介護支援事業 高齢者支援課

騒轡
彗韮 籍陥 紹 紹 欝 艶

要介護=要支援高齢者とその家族が住み慣れた地域で、生

療追検霧鳥貧曇響P立
ができるよう、介護サービスの適切

雪2曇                鶴昏忌ヲ

昏昼富五量暑畳録蔓ま立ま最最曇豊霞暑昂重景「芥あ
区

歎銃権井ビス鵠紺簿寵暑整横説亀

介護サービスの適切な提供の推進 介護保険課

高齢者施設の整備支援 福祉管理課

じあわせサービス事業

障害者の日中活動の支援

福祉管理課
(社会福祉協議会)

障害福祉課

のびのびひろば事業

子育て白育児グループの育成支援

育成課 母曇景督8豊富環富督1自冒吾警蚤登革電摂隼寮考電子

吊鑓報雛謡難離罪遼

慾襲窮軽播錨翠遜令晶讐

暑唇冒畳畳暑吾景登〕ユ電富名落据聡亀鞭

子ども家庭支援課

ファミリー サポートヽセンター事業 寄成課

ショートスティ・トヮィライトスティ事業 子ども家庭支援課

子育て講座(家庭教育講座) 地域教育課 吾拠鯛鑑遍蒻縛鉾

潔涙据   艶 慰翻 碁家庭教育応援制度 地域教育課

資格取得支援 産業経済課 彗鰭緑猪喬着虜済曇経ど鶴穐i程予?に
、国家資格,民間
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事業名 所管課 事業内容

再就職講座 人権推進課

出産・育児 ・介護等で離職した女性が再就職するために必

要な情報をさまざまな角度から提供し、再就職に役立つ講

座や講演会を開催します。

【新規】
女性のためのしごと相談

人権推進課 毯磐あ穐各把鯛 響阜守義号多雀梨岩畢窪霜奇点艶
す。

母子家庭の母の就労支援事業 子育て支援課 層嵩羅匡総豊檎盤重課展能写留糟岩1鷲摺歩5裂昼魯盤挺
就労支援を行います。

企業J区民向け情報誌等による啓発及び雇用

促進事業
産業経済課 難麟錯催襴 屋盟穏 &轟

差が生じないよう留意します。

開業セミナー 産業経済課

性別に関わりなく開業を目指す区民を対象に、開業セミ

ナー(初級ヨース及び実践コース)を開催します。女性また

は夫婦で安心して参加できるよう、託児所を設けます。

30 障害者就労支援事業 障害福祉課 野邑義譜隷縄 q期 室こと、1賃ら晃整著
ミ

の自立と社会参加を一層促進します。

女性に対する暴力をなくす運動」の推進 人権推進課

「女性に対する暴力をなくす運動」期間に、DV講演会の開

催をはじめ、パーブルリボン・啓発カード等の配布やパネル

展示などの啓発活動を行います。

若年層に向けた啓発 人権推進課

将来の男女関係や人権意識について、若年層を対象とした

啓発強化のため、「デートDV(交際相手間の暴力)」のバン

フレット等の配布や講座等を開催します。

配偶者暴力防止に関する冊子 ロパンフレットの

作成担己布
人権推進課

配f島者暴力防止に関するバンフレット等を作成し、さらなる

啓発を図ります。

要保護児童対策地域協議会 子ども家庭支援課
児童虐待の再発防止、要保護児童の早期発見、早期援助

のために、実務者会議を定期的に行い、関係機関の円滑な

連携 ・協力体制をつくります。

医療・福祉関係者等への早期発見に向けた周

知・啓発
人権推進課

保健、福祉に関する業務に従事するDVを発見しやすい立

場の職員に対し、DVに 対する意識啓発と対応に係る実務

的な情報提供を行います。

配偶者暴力相談窓 回周知の拡充 人権推進課

被害者が早期に相談して、さまざまな支援情報が得られる

よう、区の相談窓回周知カードを発行し、配布 設置場所の

拡充を図ります。
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義 名 所管課 華美内容

女性に対する暴力相談 (DV相談) 人権推進課

畳;肇我
嬢濁晶慈 ミ雪厨経盗認 薯聖≧

:甲薔ン観麟翻邑

翌野
離瑠熟品縄説譴観子擢増盟

婦人相談 東西生活課

母子相談 子育て支援課

事望戸
電言言相談 (高齢者虐待防止ネットヮーク

高齢者支援課 含談 ;颯髄 騒蟹竪暑穐

外国人生活相談 文化国際課

盟謹畠官鰹養啓胡婦震護テダ
暴玩鞣警だ婚記ぞ諮再畠

【新規】
DV被害者グループカウンセリング 人権推進課 事雪督ン ]磐増塀喜啓挙勢労号う蓄サ9雰是

【新規】

据
偶者暴力相談支援センター機能の検討・整 人権推進課 暑灘鍮鞠鰹尋居薯賛辮

被害者情報の適切な取り扱い 関係各課

緊F誓暑葬医籐羅麓桑赫乳橘繋、

住民基本台帳事務における支援措置 戸籍住民課 歌ン

縫簿憲請
1機

製
鎌縦供を行い都営住宅優還抽選の情報提供 住環境整備課

母子の生活再建に向けた支援 子育て支援課 欝静簿強議忌審罪発、軽

DV関 係機関との連携会議の運営 人権推進課
ギ講摂瑠察欝整緩薄蟻盤溝警



警髪轟た摺軽譜瑠版盤譴た離致埜
職員を対象としたDV関 連研修の充実を図ります。

人権推進課窓口職員等研修

被害者への支援を目的とした民間グループの育成及び支

援を行います。人権推進課【新規】
民間グループの育成・支援

高齢者の尊厳の保持の観点から、地域包括支援センター

中心に、区及び地域の関係機関等の連携により、高齢者虐

待防止ネットワークの形成及びその運用を行います。
高齢著支援課高齢者虐待防止ネットワーク事業

最毬製    よ ≧論議撮錯宰
います。

人権推進課さまざまな暴力防止に向けた講座・講演会

8謡譲匪纏ン人権推進課人権啓発紙による啓発

緩粛あ跳階鶏    纂 難言鱗
る事業の検討を行います。

彗名汝露鋲食寵経賊隷 想煮正坑こむ宅横致
会及び相談員を常設します。

人権推進課 暑陣   韮 畳3器得鉾ど

霰難琶ンだ岳ン 督暑麓華。

人権推進課【新規】
犯罪被害者支援のための取組

ハラスメント相談口苦情処理委員会

「性と生殖に関する健康と権利」に関する事業

児童,生徒の発達段階に応じた性教育の推進

艶  麟 攣保健予防課

健康推進課

エイズコ性感染症対策の充実

練針ホ角養骸密聖羅晶揺鏑異靭機揺挑『
診検査を受診できます。

畳岳            あヽ亀健康推進課子宮がん検診



事業名 所管課‐ 事業内容

【新規】
子宮頸がん予防ワクチン機種 健康推進課

縄軽轟襲鋼寵艶罪

妊娠中の定期的な健康診査費用の一部を助成します。

民    騨 観&

前立線がん検診

子育てママの健康チェック(母親健診)

妊婦健康診査

特定不妊治療費助成事業

葛飾区基本健康診査

健康推進課

健康推進課

子ども家庭支援課

子ども家庭支援課

健康推進課

鼈5ン 寵 島
編雲響 輪 罷 癬

20歳代・30歳代健康診査 健康推進課
で秀健診を雲紹侯曇見

対象に、無料で区内指定医療機関

規と子のこころの相談室 子ども家庭支援課

母親学級・ファミリー学級口休 日パパママ学級 子ども家庭支援課

メディァ・リテラシー向上に向けた講座 人権推進課

密殊雪昏寮意
る印刷物等への男女平等の線

人権推進課

難築極お亀験亀轟炉境菜甑蒼
健全図書の自動

地域教育課



事業名 所1管課 事業内
‐
容

情報教育の推進

(情報教育担当職員研修)
指導室 謹鋸麟ン駆館 が

男女平等推進センターまつり(パルフエスタ) 人権推進課 繋暑昏信号吾魯戴緊罷 堅緊者

男女共同参画週間に向けた取組 人権推進課 暑挺署後島株名?康里評|ぞ襲員重薬亀冒楯紆
知をします。

男女平等に関する講座白講演会 人権推進課 曇義桑晃霊霊li軍撃革峯          亨
の機

啓発紙等の発行 人権推進課
男女平等に関する意識づくりや情報提供のための啓発紙

及び啓発物を作成・配布します。

学校での人権教育の推進 指導室 ン麗諮ン 墨旨騒 轡譜
す。

学校における男女平等にかかわる適正な指導 指導室 蟹「鞘務琉饗諸磐断繁畳ポ整糧継
理解のため、男女平等教育を適正に推進します。

人権教育に関する研修等 指導室 観覇謎警潔翻 椋奮筆X澄碁言
関する知識や理解を深めるため研修を実施します。

男女平等教育を進めるための教員研修
指導室
人権推進課

窪謙誕暴醐 趨攣蟹繁愛た措釜
と人権推進課との共催で研修会を実施します。

男女平等保育を進めるための保育士研修
保育管理課
人権推進課 最言縁繋馨e 聖襲督昌ン 鮭

かつしか区民大学 生涯学習課 熙 隷 民亀熙ン 編
組みます。

【新規】
固定的性別役害」分担意識にとらわれない職業

観の育成

人権推進課 暑岳畳醤ニ  ン 鑑ン
す。
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事業名 所‐管課

暑ン 暑号を紹 昌ン 鐸基

営鞄髄闇器塾軽室碁雪店

能力発揮のための講座・講演会 人権推進課

企画講座(地域団体向け) 人権推進課

審議会等への女性の積極的な登用 関係各課

景暑居i暑曇京最
罫晋轟震韮晶9麟子聾詫軍があ韮罫透基啓島転

る

壽 込鑑 鑑離斉
に関する指的

人権推進課 鼈鋒     貸 難権騨

姿査所修韮釜ゴ著最握鉦ズを濡華奏雲改
いてヽ難壁 秀翼蓄!公憂

過程への女性の参画状況調

【新規】
地域の場における女性の参画調査

区職員が昇任し活躍できる職場環境づくり

人権推進課

人材育成課

逼盗総魯」を畳番態襲識 戴
絵経軽託

フ

人権推進課 暑縄 畳龍額r瑠騒督解窮虐

津罷魯昌魯景窮義薮整舞奄ビ騨計

込雛 普締蒼療をき韮最賢窺権び曇夢]できるよう、|

層轟鍵発最貞ゴ脊離車詔錫詔委亀乞望醍野Fや
相談

高齢者クラブヘの女性の参画の働きかけ 高齢者支援課

地域活動への女性の参画の働きかけ 地域振興課

ボランティア活動推進事業

シエアボランティア養成講座

福祉管理課
(社会福祉協議会)

高齢者支援課

市民活動参画に向けた相談,情報提供 地域振興課
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事業名 離管課 事業内容

介護予防地域パワー養成事業 高齢者支援課 鎌孟階霊漁襴 籍‰戦緊 査暑堅
の団体を支援するボランティアを養成していきます。

謁女平等推進センター及びセンター事業の周
【日B情報発信

人権推進課 盤拭曇窒鶏 ぜ毅軽鵡数滲畜韻 く
りを推進します。

男女平等に関する資料の収集中提供 人権推進課
図書資料室や関係機関との連携によつて、男女平等・人権

に関する情報や資料を収集し提供します。

100 各種相談事業 人権推進課 姦樽総さ欝譜博み麟重騨 亀、軽轟豪亀漕
います。

【新規】
各種相談における一時保育事業

人権推進課 署類漁濫業と名蚕艦 曇奪旨2転経婚謂
ます。

102
【新規】
数値目標の設定による進捗管理

人権推進課
果題ごとに数値目標を設定することで、より具体的に進捗

大況の管理を行い、計画を推進します。

103
「葛飾区男女平等推進計画進捗状況調査」の

実施・公表
人権推進課

本計画の推進状況を毎年調査し、結果を区ホームページ等

で公表します。

男女平等推進審議会 人権推進課 評鶴灘蔚鶴蔽発あ軽撞環君乾賃ず
努めます。

105 男女平等推進本部 人権推進課 署謁譜掃整繁鉾2蟹視論隆駿鰹
ます。

106 職員を対象とした男女平等研修 人材育成課 談軽響堰諸警貨招墓督磐樽テ請梁鑑塁弓七
て``

大学、NPO等 との交流・連携 人権推進課
大学、NPOなど地域の多様な主体と協働し、男女平等の大

切さについての普及・啓発を進めます。

男女平等の諸施策の充実に向けての国・東京

都への要請
人権推進課

区の権限を超える法の整備や諸制度の充実について、国

や東京都へ要請します。また、他自治体や関係機関と積極

的に連携を図り、施策の推進に取り組みます。
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の 数 値 目 標

※第4次 計画の中間年度に見直すこととする。

課題 指標          1   現 状値 計画期間中の 目標値

平成2 7年度
500 / o ,次_L

平成25年度
150社

目
標

「

1

「ワーク ライフ バランス」という言葉の認知度

(「内容まで知つている」「言葉は聞いたことがある」α

合計)

「とうきょう次世代育成サポート企業」に登録している

葛飾区の事業所数

仕事と生活の調和(ワー

ク ライフ バランス)の推
進

平成2 2年度
341つる

平成2 2年度
3 1ネ上

多様な働き方を支援する

環境の整備

弓性の『「仕事」と「家庭生活」をともに優先』とする理

晏と現実の差

平成2 2年度
1 5 4 %

平成2 7年度
1 0 %

平成26年度
3,8 8 9人

忍可コ認証保育所、家庭福祉員における0～2歳児の

こ員数

平成21年度
3,5 2 4人

目
標

２

1 あらゆる暴力の根絶

)V紙害にあつた女性が「相談した」という割合
平成2 2年度

4 2 2 %

平成27年度
60%

司知・啓発を目的としたバンフレット及び啓発カードを

断たに作成・発行(若年層対象のデートDV防止と一

般区民対象のDV防止)

平成28年度
5種類

お互いの性の尊重と健康
支援

健康づくりに取り組んでいる人の割合
平成22年

684%

平成27年度

700%

がん検診 (胃tl市・大腸

平均

平成2 4年度
21 1%

子宮・乳・前立腺)受診率の

十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‐２

男女平等意識の確立

男女平等社会の進度で「十分平等になつてきてい

「かなり平等になつてきている」と思う人の割合(合

計)

平
　
　
　
一　
　

平

‐
る３‐‐
‐

＋
―
―
―
―

成2 2年度
3 1 3 %

平成2 7年度
409る

「男女の共同参画が進んでいる」と思う人の割合
成2 2年度
5200/o

平成2 7年度
540/o

あらゆる分野への男女の

参画促進

男女平等推進センター(ウイメンズパル)の認知度
平成2 2年度

4630/o

平成2 7年度
6 5 9る

審議会等の女性委員の割合
平成2 2年度末

2440/c

平成28年度
300/7o以上
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葛飾区男女平等推進条例

目次

前文

第 1章  総 則 (第 1条 一第 6条 )

第 2章  男 女平等推進施策 (第7条 ・第 8条 )

第 3章  男 女平等推進審議会 (第9条 一第 14条 )

第 4章  男 女平等苦情調整委員会 (第 15条 一第 22条 )

第 5章  雑 則 (第23条 )

付即1

私たちは、すべての年代において、性による差別を受けることなく、女性 t)男性 【)多様な

生き方を選択 し、協力し合い、豊かな家庭生活や社会生活を営むことができる地域社会の実

現を願つている。

もとより、個ン代の尊厳 と法の下の平等は、日本国憲法で保障 されているところである。ま

た、世界人権宣言及び女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約 モ)、性による差

別を禁上している。

これ らを受けて、わが国においては、男女差別を禁止する種々の法律が制定され、法律上

は、男女の平等が保障されている。また、葛飾区においては、男女平等社会実現かつしかプ

ランを策定 し、積極的に男女平等社会を推進するための施策に取 り組んできたところであるc

しか し、今なお、性別による固定的な役割分担意識 とそれに基づく社会的な制度や1貫行が残

されてお り、そのために、人としての尊厳を保ちつつ、自らの選択に基づく多様な生き方を

追求することが阻害 されている状況があるc

ここに私たちは、男女が、生まれながらに持つ身体の違いを認めつつも、互いに人格を尊

重 し合い、その個性 と能力を十分に発揮 し、協力 し合 う男女平等社会の実現を図るため、こ

の条例を制定する。

第 1 章 総則

( 目的)

第 1条  こ の条例は、男女平等社会の推進に関し、基本理念を定め、葛飾区 (以下 「区」と

い う。)、区民及び事業者等の責務を明 らかにするととくぅに、区の基本的な施策を定めるこ

とにより、すべての区民が、多様な生き方を選択 し、協力 し合い、豊かな家庭生活や社会

生活を営む ことができる地域社会を築 くことを目的 とする。

(定義)

第 2条  こ の条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによるc

(1)男 女平等社会 男 女が、性別による固定的な役害1分担意識又はそれに基づく社会的な

制度若 しくは慣行による差別を受けず、自らの生き方を自らが主体的に選択 し、対等な

構成員として協力し合 うことのできる社会をい う.

(2)区 民 日 本国籍を有するか否かにかかわらず、区内に在住 し、在勤 し、又は在学する

すべての個人をい う。

(3)事 業者等 区 内に事務所又は事業所を有す るモぅの及び区内において社会的活動を行
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う団体をい うc

(基本理念)

第 3条  男 女平等社会は、次に掲げる基本理念 (次条において 「基本理念」 とい ぅ。)に 基づき推進 されなければならない。
(1)男 女が、性別による固定的な役割分担意識又はそれに基づく社会的な制度若 しくは慣

行による差別を受けず、自己の意思による多様な生き方の選択を保障されること。
(2)男 女が、協力 し合 うことにより、家庭生活 と社会生活の両立を図ることができ、家庭

及び社会における役割を果たすことができることc
(3)男 女が、社会の対等な構成員として、その意欲 と能力に応 じ、あらゆる領域における

活動に参画する機会 (方針の立案及び決定の過程に参加する機会をい う。)を 保障 され
ること.

(区の責務)

第 4条  区 は、基本理念に則 り、男女平等社会を推進するための施策を策定 し、総合的かつ
計画的に推進するものとする。

2 区 は、区の施策又は事業を基本理念に則 り実施するものとする。
3 区 は、区民及び事業者等が男女平等社会の推進に向けて積極的に取 り組むことができる
ように、それぞれの連携に努めるとと()に、国、東京都、他の地方公共団体その他の関係
機関と協力するものとする。

4 区 は、男女平等社会を推進するに当た り、国際社会及び国内の動向と協調 しつっ、これ
に取 り組むように努めるもの とする。

(区民の責務)

第 5条  区 民は、男女平等社会についての理解を深め、その推進に向けて取 り組むように努
めるものとする。

2 区 民は、区が行 う男女平等社会を推進するための施策又は事業に協力するように努める
やぅのとする。

(事業者等の責務)

第 6条  事 業者等は、事業活動又は社会的活動 (次条第 4

曇額2岳 済を告ち『

女平等社会についての理解を深め、

号において 「事業活動等」とい う。)
その推進に向けて取 り組むように

第 2章  男 女平等推進施策
(男女平等推進施策)

第 7条  区 は、男女平等社会を推進するため、次に掲げる施策 (以下 「男女平等推進施策」とい うc)を 行 うものとするc
(1)男 女平等社会の推進に必要な事項の調査研究、普及及び広報に関する施策
(2)男 女が、協力 し合 うことにより、家庭生活 と社会生活の両立を図ることができ、家庭及び社会における役害Jを果たすための支援に関する施策
(3)男 女が、性別にかかわ りなく、区の審議会等の委員に登用され、区政に参画するための施策

(4)男 女が、性別にかかゎ りなく、事業者等が行 う事業活動等において適正な評価を受け、
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その意欲と能力に応 じて、事業活動等に参画するための施策

(5)女 性の社会的、精神的及び経済的自立の支援に関する施策

(6)家 庭内等において、配偶者等に対し著 しい身体的又は精神的な苦痛を与える暴力的行

為及びセクシユアル・ハラスメン ト (性的な言動により当該言動を受けた個人の生活の

環境を害すること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与え

ることをいう。)を 防止するための施策

(7)前 各号に掲げる()ののほか、男女平等社会を推進するために必要な施策

(推進計画)

第 8条  区 長は、男女平等推進施策を総合的に進めるための計画 (以下 「推進計画」という。)

を策定するモDのとする。

2 区 長は、推進計画を策定し、又は変更するときは、あらかじめ、区民及び事業者等の意

見を反映することができるように適切な措置を講ずるとともに、葛飾区男女平等推進審議

会に諮問しなければならない。

3 区 長は、推進計画を策定し、又は変更したときは、これを公表 しなければならない。

4 区 長は、推進計画の進捗状況について、毎年 1回 、葛飾区男女平等推進審議会に報告す

るとともに、これを公表しなければならない。

第 3章  男 女平等推進審議会

(設置)

第 9条  男 女平等推進施策を推進するため、区長の附属機関として、葛飾区男女平等推進審

議会 (以下この章において 「審議会」という。)を 置く。

(職務)

第 10条  審 議会は、区長の諮問に応じ、男女平等推進施策に関する重要な事項及び推進計

画の策定又は変更について審議 し、答申する。

2 審 議会は、区長の求めに応じ、男女平等推進施策に関する事項及び推進計画の進捗状況

について、意見を述べることができるじ

3 審 議会は、審議のため芝、要があると認めるときは、関係機関の職員その他の関係人の出

席を求め、必要な資料を提出させ、意見を聴き、又は説明を求めることができる。

(組織)

第 11条 審 議会は、区長が任命する委員 17人以内をもつて組織する。

(任期)

第 12条  審 議会の委員の任期は、 2年 とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。

(会議)

第 13条  審 議会の会議は、公開とする。ただし、特別の理由があるときは、この限りでな

い n

62



(委任)

第 14条  こ の章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、区長が
別に定める。

第 4章  男 女平等苦情調整委員会
(設置)

第 15条  男 女平等社会の推進を阻害する事項に関し区民から申立てのあった苦情 (次条に
おいて 「苦情Jと ぃ ぅ。)を 適正に処理するため、区長の附属機関として、葛飾区男女平等苦情調整委員会 (以下この章において 「苦情調整委員会」といぅ。)を 置く。

(職務等)

第 16条 苦 情調整委員会は、区長の求めに応 じ、苦情について調査 し、審議 し、必要があると認めるときは、当該苦情に関係するものに対 し助言又は是正の要望その他の措置を講ずるように区長に意見を述べることができる。
2 苦 情調整委員会は、男女平等社会の推進を阻害する状況があると認めるときは、区長の
求めがない場合においても、調査 し、審議 し、意見を述べることができる。3 苦 情調整委員会は、調査又は審議のため必要があると認めるときは、関係機関の職員その他の関係人の出席を求め、必要な資料を提出させ、意見を聴き、又は説明を求めることができる.

4 区 長は、第 1項 の規定により調査及び審議を求めたか否かにかかゎらず、苦情の内容及びその処理について、苦情調整委員会に報告するものとする。

(任命)

第 17条  苦 情調整委員会の委員 (以下この章において 「委員」というc)は 、3人 以内とし、
人格が高潔で社会的信望が厚く、男女平等社会の推進に関し優れた識見を有する者のうち
から区長が任命するc

(任期)

第 18条  委 員の任期は、 2年 とし、再任を妨げない。ただ し、補欠の委員の任期は、前任
者の残任期間とする。

(角写在&)

第 19条  区 長は、委員がフ芭ヽ身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき又は委員に
職務上の義務違反その他委員たるに適 しない非行があると認めるときは、その委員を解任
することができる.

2 委 員は、前項の規定による場合を除いては、その意に反 して解任 されることがない。

(会議)

第 20条  苦 情調整委員会の会議は、非公開とする。ただし、特別の理由があるときは、こ
の限 りでない.

(守秘義務)
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第 21条  委 員は、職務上知ることのできた秘密を漏 らしてはならない。その職を退いた後

も同様 とする。

(委任)

第 22条  こ の章に定めるモ)ののほか、苦情調整委員会の組織及び運営に関 し芝ヽ要な事項は、

区長が別に定める。

第 5章 雑則

(委任)

第 23条  こ の条例の施行に関 し老、要な事項は、区長が別に定める。

付 則

この条例は、平成 16年 4月 1日 から施行するcた だ し、第 3章 及び第 4章 の規定は、高

飾区規則で定める日から施行する。
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葛飾区男女平等推進審議会規則

(趣旨)

第 1条  こ の規貝Jは、葛飾区男女平等推進条例 (平成 16年 葛飾区条例第 3号 )第 14条 の規
定に基づき、葛節区男女平等推進審議会 (以下 「審議会Jと い ぅ。)の 組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

(組織)

第 2条  審 議会は、次に掲げる委員をもって組織する。
(1)区 民 4人 以内

(2)区 内関係団体を代表する者  8人 以内
(3)学 識経験者 3人 以内

(4)前 3号 に掲げる者のほか、区長が老、要 と認める者  2人 以内
2 審 議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
3 会 長は、審議会を代表 し、会務を総理する。
4 会 長に事故があるときは、ぁらか じめ会長の指名する委員がその職務を代理する。

(会議)

第 3条  審 議会は、会長が招集する。
2 審 議会は、委員の過半数が出席 しなければ、会議を開くことができない。3 審 議会の議事は、出席 した委員の過半数をもって決 し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

(部会)

第 4条  会 長は、必要があると認めるときは、審議会に蔀会を設けることができる。

(委任)

第 5条  こ の規貝Jに定めるモ)ののほか、審議会の運営に関 し必要な事項は、会長が別に定め
る。

付 則

この規則は、平成 16年 6月 1日 から施行する。
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葛飾区男女平等推進本部設置要綱

6 葛 総 女 第 2 9 号

平成 6 年 5 月 1 9 日

区 長 決 裁

(趣旨)

第 1条  男 女平等社会実現のため、高飾区における総合的な計画を策定し、その推進を図る

ため、葛飾区男女平等推進本部 (以下 「推進本部」 とい うc)を 設置する。

(所掌事項)

第 2条  推 進本部は、次に掲げる事項について協議するc

(1)男 女平等社会実現のための総合計画の策定に関すること.

(2)男 女平等社会実現のための施策の総合調整及びその推進に関すること。

(3)男 女平等推進計画の進捗状況の点検及び課題の検討に関すること。

(4)そ の他男女平等社会実現のための施策に関し必要 と認める事項

(構成)

第 3条  推 進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもつて構成する。

2 本 部長は、総務部担任の高1区長の職にある者をもつて充てる。

3 本 部長は、推進本部の事務を総理する.

4 副 本部長は、総務部担任以外の副区長の職にある者をモ)つて充てる。

5 副 本部長は、本部長を補佐 し、本部長に事故あるときは、その職務を代理する。

6 本 部員は、別表第 1に 掲tデる職にある者及び別表第 2に 該当する女性管理職の中から本

部長が指名する者をもつて充てる。

(会議)

第 4条  推 進本部の会議 (以下 「本部会議Jと い う。)は 、本部長が召集する6

2 本 部長は、必要があると認めるときは、構成員以外の関係者を本部会議に出席 させるこ

とができる。

(幹事会)

第 5条  推 進本部に幹事会を設置する。

2 幹 事会は、本部会議に付議する事案について調査 ・検討するほか、施策の推進に必要な

事項を協議 し、本部長に報告する。

3 幹 事会は、別表第 3に 掲げる職にある者及び女性管理職の中から幹事長が指名する者を

もつて充てる。

4 幹 事会に幹事長を置 く。

5 幹 事長は総務部長の職にある者をモぅつて充てる。

6 幹 事長は、幹事会の会務を総括する。

7 幹 事会に富」幹事長を置 くc

8 副 !幹事長は、人権推進課長の職にある者をもつて充てる。

9 副 幹事長は、幹事長を補佐 し、幹事長に事故あるときは、その職務を代理するc

10 幹 事会は、幹事長が招集する。

11 幹 事長は、特定の事項に関する協議を行 う場合においては、幹事の一部をもつて幹事会

を開催することができる。

(推進委員会)
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第 6条  幹 事会に推進委員会を設置することができる。
2 推 進委員会は、幹事長から付託された事項について調査、検討 し幹事会に報告する。
3 推 進委員会は、区の職員で幹事長の指定する係長級の者をもって構成する。
4 推 進委員会は、人権推進課長が招集 し、これを主宰する。
(庶務)

第 7条  推 進本部の庶務は、総務部人権推進課において処理する。
(委任)

第 8条  こ の要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部長が定め
る。

付 員け

この要綱は、平成 6年 7月 1日 から施行する。
付 貝J

この要綱は、平成 8年 4月 1日 本ら施行する。
付 貝U

この要綱は、平成 10年 6月 4日 から施行する。
付 則 (平成 11年 5月 11日 区長決裁)
この要綱は、平成 11年 4月 1日 から施行する。
付 則 (平成 12年 4月 28日 12葛 総人第 35号 )
この要綱は、平成 12年 5月 1日 から施行する。
付 則 (平成 14年 4月 10日 14葛総女第 13号 )
この要綱は、平成 14年 4月 15日 から施行する。
付 則 (平成 15年 4月 10日 15葛総女第 6号 )
この要綱は、平成 15年 4月 15日 から施行するc
付 則 (平成 16年 4月 6日 16葛総人第 16号 )
この要綱は、平成 16年 4月 15日 から施行する。
付 則 (平成 17年 4月 1日 17葛総人第 25号 )
この要綱は、平成 17年 4月 112日から施行する。
付 則 (平成 18年 6月 14日 18葛 総人第 106号 )
この要綱は、平成 18年 6月 16日 から施行する。
付 則 (平成 19年 4月 1日 19葛 総人第 41朝
この要綱は、平成 19年 4月 1日 から施行する。
付 則 (平成 21年 4月 1日 2]、葛総人第 19号 )
この要綱は、平成 21年 4月 1日 から施行するc
付 則 (平成 21年 9月 7日 2]葛 総人第 209号 )
この要綱は、平成 21年 9月 10日 から施行する。
付 則 (平成 22年 4月 1日 22葛 総人第 32号 )
この要綱は、平成 22年 4月 1日 から施行する。
付 則 (平成 22年 6月 14日 22葛 総人第 117矛 )
この要綱は、平成 22年 4月 1日 から施行する。
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別表第1 男 女平等推進本部員 別表第3男 女平等推進本部幹事

別表第2

福 止担当
保 津担 当

児音担 当

青少年担 当

女性政策担当(経験者埜塾
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女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約

この条約の締約国は、

国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及び価値並てがに男女の権利の平等に関する信念を
改めて確認 していることに留意 し、

世界人権宣言が、差別は容認することができないものであるとの原則を確認 していること、並びにすべての人間は生まれながらにして自由であり、かつ、尊巌及び権利について平等で
あること並びにすべての人は性による差別その他のいかなる差別 もなしに同宣言に掲げる
すべての権利及び自由を享有することができることを宣明していることに留意 し、

人権に関する国際規約の締約国がすべての経済的、社会的、文化的、市民的及び政治的権
利の享有について男女に平等の権利を確保する義務を負っていることに留意 し、

国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締結 した男女の権利の平等を促進するための
国際条約を考慮 し、

更に、国際連合及び専門機関が採択 した男女の権利の平等を促進するための決議、宣言及び勧告に留意 し、

しか しながら、これらの種々の文書にもかかわらず女子に対する差別が依然として広範に
存在 していることを憂慮 し、

女子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間の尊厳の尊重の原則に反するものであり、
女子が男子と平等の条件で自国の政治的、社会的、経済的及び文化的活動に参加する上で障
害となるものであり、社会及び家族の繁栄の増進を阻害するものであり、また、女子の潜在
能力を自国及び人類に役立てるために完全に開発することを一

層困難にするものであるこ
とを想起 し、

窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、教育、雇用のための訓練及び機会並びに他の
必要とするものを享受する機会が最ざ少ないことを憂慮 し、

衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の確立が男女の平等の促進に大きく貢献する
ことを確信 し、

アパル トヘィ ト、あらゆる形態の人種主義、人種差別、植民地主義、新植民地主義、侵略、
外国による占領及び支配並びに内政干渉の根絶が男女の権利の完全な享有に不可欠である
ことを強調 し、

国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩和 し、すべての国 (社会体制及び経済体制の
いかんを問わない。)の 間で相互に協力し、全面的かつ完全な軍備縮小を達成 し、特に厳重
かつ効果的な国際管理の下での核軍備の縮小を達成 し、諸国間の関係における正義、平等及
び互恵の原則を確認 し、外国の支配の下、植民地支配の下又は外国の占領の下にある人民の
自決の権利及び人民の独立の権利を実現 t/並びに国の主権及び領土保全を尊重することが、
社会の進歩及び発展を促進 し、ひぃては、男女の完全な平等の達成に貢献することを確認 し、

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平和は、あらゆる分野において女子が男子と
平等の条件で最大限に参加することを必要としていることを確信 し、

家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全には認められていなかった女子の大きな貢
献、母性の社会的重要性並びに家庭及び子の養育における両親の役害1に留意 し、また、出産
における女子の役割が差別の根拠となるべきではなく、子の養育には男女及び社会全体が共
に責任を負 うことが必要であることを認識 し、

社会及び家庭における男子の伝統的役割を女子の役割 とともに変更することが男女の完全な平等の達成に必要であることを認識 し、
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女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げられている諸原則を実施すること及びこの

ために女子に対するあらゆる形態の差別を撤廃するための必要な措置をとることを決意 し

て、

次のとおり協定した。

第 1 部

第 1 条

この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、性に基づく区別、排除又は制限であつて、

政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる分野においても、女子 (婚姻を

しているかいないかを問わない。)が男女の平等を基礎として人権及び基本的自由を認識 し、

享有し又は行使することを害 し又は無効にする効果又は目的を有するものをいう。

第 2 条

締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を非難 し、女子に対する差別を撤廃する政策

をすべての適当な手段により、かつ、遅滞なく追求することに合意 し、及びこのため次のこ

とを約束する。

(a)男 女の平等の原則が自国の憲法その他の適当な法令に組み入れられていない場合には

これを定め、かつ、男女の平等の原則の実際的な実現を法律その他の適当な手段により確保

することc

(b)女 子に対するすべての差別を禁止する適当な立法その他の措置 (適当な場合には制裁

を含むc)を とること。

(c)女 子の権利の法的な保護を男子との平等を基礎 として確立し、かつ、権限のある自国

の裁判所その他の公の機関を通 じて差別となるいかなる行為からも女子を効果的に保護す

ることを確保すること。

(d)女 子に対する差別となるいかなる行為又は慣行も差し控え、かつ、公の当局及び機関

がこの義務に従つて行動することを確保すること。

(e)個 人、団体又は企業による女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置を

とること。

(f)女 子に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び慣行を修正し又は廃止するため

のすべての適当な措置 (立法を含むc)を とること。

(g)女 子に対する差別となる自国のすべての刑罰規定を廃止すること。

第 3 条

締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、経済的及び文化的分野において、女子

に対 して男子との平等を基礎 として人権及び基本的自由を行使 し及び享有することを保障

することを目的として、女子の完全な能力開発及び向上を確保するためのすべての適当な措

置 (立法を含む。)を とる。

第4条

1 締 約国が男女の事実上の平等を促進することを目的とする暫定的な特別措置をとるこ

とは、この条約に定義する差別 と解 してはならない。ただし、その結果としていかなる意味

においても不平等な又は別個の基準を維持 し続けることとなつてはならず、これらの措置は、
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機会及び待遇の平等の目的が達成された時に廃止されなければならない。

2 締 約国が母性を保護することを目的とする特別措置 (この条約に規定する措置を含む。)をとることは、差別 と解 してはならない。

第 5条

締約国は、次の目的のためのすべての適当な措置をとる。
(a)両 性いずれかの劣等性若 しくは優越性の観念又は男女の定型化された役割に基づく偏見及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃を実現するため、男女の社会的及び文化的な行動様式を修正することA

(b)家 庭についての教育に、社会的機能としての母性についての適正な理解並びに子の養育及び発育における男女の共同責任についての認識を含めることを確保すること。あらゆる場合において、子の利益は最初に考慮するものとする。

第 6 条

締約国は、あらゅる形態の女子の売買及び女子の売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措置 (立法を含む。)を とる。

第 2部

第 7条

締約国は、自国の政治的及び公的活動における女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとるものとし、特に、女子に対 して男子と平等の条件で次の権利を確保する。(a)あ らゆる選挙及び国民投票において投票する権利並びにすべての公選による機関に選挙される資格を有する権利
(b)政 府の政策の策定及び実施に参加する権利並びに政府のすべての段階において公職に

就き及びすべての公務を遂行する権利
(c)自 国の公的又は政治的活動に関係のある非政府機関及び非政府団体に参加する権利

第 8条

締約国は、国際的に自国政府を代表 し及び国際機関の活動に参加する機会を、女子に対 して男子と平等の条件でかつぃかなる差別もなく確保するためのすべての適当な措置をとる。

第 9条

1 締 約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し、女子に対して男子と平等の権利を与えるc締約国は、特に、外国人との婚姻又は婚夕因中の夫の国籍の変更が、自動的に妻の国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の国籍を妻に強制することとならないことを確保する。

2 締 約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子と平等の権利を与える。

第 3 部

第 l o 条

縮約国は、教育の分野において、女子に対 して男子と平等の権利を確保することを目的として、特に、男女の平等を基礎として次のことを確保することを目的として、女子に対する



差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとるc

(a)農 村及び都市のあらゆる種類の教育施設における職業指導、修学の機会及び資格証書

の取得のための同一の条件cこ のような平等は、就学前教育、普通教育、技術教育、専門教

育及び高等技術教育並びにあらゆる種類の職業訓練において確保されなければならないc

(b)同 一の教育課程、同一の試験、同一の水準の資格を有する教育職員並びに同一の質の

学校施設及び設備を享受する機会

(c)す べての段階及びあらゆる形態の教育における男女の役割についての定型化された概

念の撤廃を、この目的の達成を助長する男女共学その他の種類の教育を奨励することにより、

また、特に、教材用図書及び指導計画を改訂すること並びに指導方法を調整することにより

行 うこと3

(d)奨 学金その他の修学援助を享受する同一の機会

(c)継 続教育計画 (成人向けの及び実用的な識字計画を含む。)特 に、男女間に存在する

教育上の格差をできる限 り早期に減少させることを目的とした継続教育計画を利用する同

一の機会

(f)女 子の中途退学率を減少させること及び早期に退学した女子のための計画を策定する

こと。

(g)ス ポーツ及び体育に積極的に参加する同一の機会

(h)家 族の健康及び福社の確保に役立つ特定の教育的情報 (家族計画に関する情報及び助

言を含む。)を 享受する機会

第 1 1 条

1 締 約国は、男女の平等を基礎 として同一の権利、特に次の権利を確保することを目的と

して、雇用の分野における女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。

(a)す べての人間の奪い得ない権利としての労働の権利

(b)同 一の雇用機会 (雇用に関する同一の選考基準の適用を含む。)に ついての権利

(c)職 業を自由に選択する権利、昇進、雇用の保障並びに労働に係るすべての給付及び条

件についての権利並びに職業訓練及び再訓練 (見習、上級職業訓練及び継続的訓練を含むc)

を受ける権利

(d)同
一

価値の労働についての同一報酬 (手当を含む。)及 び同一待遇についての権利並

びに労働の質の評価に関する取扱いの平等についての権利

(c)社 会保障 (特に、退職、失業、傷病、障害、老齢その他の労働不能の場合における社

会保障)に ついての権利及び有給休暇についての権利

(f)作 業条件に係る健康の保護及び安全 (生殖機能の保護を含むc)に ついての権利

2 締 約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対する差別を防止し、かつ、女子に対して

実効的な労働の権利を確保するため、次のことを目的とする適当な措置をとる。

(a)妊 娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚姻をしているかいないかに基づく差別的解

雇を制裁を課 して禁止すること。

(b)給 料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、かつ、従前の雇用関係、先任及び社会保障

上の利益の喪失を伴わない母性休暇を導入すること。

(c)親 が家庭責任 と職業上の責務及び社会的活動への参加 とを両立させることを可能とす

るために必要な補助的な社会的サービスの提供を、特に保育施設網の設置及び充実を促進す

ることにより奨励することc
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(d)妊 娠中の女子に有害であることが証明されている種類の作業においては、当該女子に
対 して特別の保護を与えること。

3 こ の条に規定する事項に関する保護命令は、科学上及び技術上の知識に基づき定期的に
検討するt)のとし、之、要に応 じて、修正し、廃止 し、又はその適用を拡大する。

第 1 2 条

1 締 約国は、男女の平等を基礎 として保健サービス (家族計画に関連するt)のを含むc)
を享受する機会を確保することを目的として、保健の分野における女子に対する差別を撤廃
するためのすべての適当な措置をとる。

2 1の 規定にかかゎらず、締約国は、女子に対 し、妊娠、分べん及び産後の期間中の適当
なサービス (必要な場合には無料にする。)並 びに妊娠及び授乳の期間中の適当な栄養を確
保する。

第 1 3 条

締約国は、男女の平等を基礎 として同一の権利、特に次の権利を確保することを目的とし
て、他の経済的及び社会的活動の分野における女子に対する差別を撤廃するためのすべての
適当な措置をとる。

(a)家 族給付についての権利
(b)銀 行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信用についての権利
(c)レ クジェーション、スポーッ及びあらゆる側面における文化的活動に参加する権利

第 1 4 条           ・

1 締 約国は、農村の女子が直面する特別の問題及び家族の経済的生存のために果たしてい
る重要な役害」(貨幣化されていない経済の部門における労働を含む。)を 考慮に入れるもの
とし、農村の女子に対するこの条約の適用を確保するためのすべての適当な措置をとる。

2 締 約国は、男女の平等を基礎として農村の女子が農村の開発に参加すること及びその開
発から生ずる利益を受けることを確保することを目的として、農村の女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとるものとし、特に、これ らの女子に対して次の権利を
確保するc

(a)す べての段階における開発計画の作成及び実施に参加する権利
(b)適 当な保健サービス (家族計画に関する情報、カゥンセ リング及びサービスを含むc)を享受する権利

(c)社 会保障制度から直接に利益を享受する権利
(d)技 術的な脅協力を高めるために、あらゆる種類

訓練及び教育 (実用的な識宇に関するモ)のを含む。)
及び普及サービスからの利益を享受する権利

(正規であるかないかを問わない。)の
並びに、特に、すべての地域サービス

(e)経 済分野における平等な機会を雇用又は自営を通 じて得るために、自助的集団及び協
同組合を組織する権利

(f)あ らゆる地域活動に参加する権利
(g)農 業信用及び貸付け、流通機構並びに適当な技術を利用する権利並びに土地及び農地
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の改革並びに入植計画において平等な待遇を享受する権利

(h)適 当な生活条件 (特に、住居、衛生、電力及び水の供給、運輸並びに通信に関する条

件)を 享受する権利

第 4 言吊

第 1 5 条

1 締 約国は、女子に対 し、法律の前の男子との平等を認めるc

2 締 約国は、女子に対 し、民事に関して男子と同一の法的能力を与えるものとし、また、

この能力を行使する同一の機会を与える。特に、締約国は、契約を締結し及び財産を管理す

ることにつき女子に対して男子と平等の権利を与えるものとし、裁判所における手続のすべ

ての段階において女子を男子と平等に取り扱 うc

3 締 約国は、女子の法的能力を制限するような法的効果を有するすべての契約及び他のす

べての私的文書 (種類のいかんを問わない。)を 無効とすることに同意する。

4 締 約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選択の自由に関する法律において男女に同

一の権利を与える。

第 1 6 条

1 締 約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事項について女子に対する差別を救廃する

ためのすべての適当な措置をとるi)のとし、特に、男女の平等を基礎 として次のことを確保

する。

(a)婚 姻をする同一の権利

(b)自 由に配偶者を選択 し及び自由かつ完全な合意のみにより婚姻をする同一の権利

(c)婚 姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及び責任

(d)子 に関する事項についての親 (婿女因をしているかいないかを問わない。)と しての同

一の権利及び責任。あらゆる場合において、子の利益は至上である。

(e)子 の数及び出産の間隔を自由にかつ責任を葉)つて決定する同一の権利並びにこれ らの

権利の行使を可能にする情報、教育及び手段を享受する同一の権利

(f)子 の後見及び養子縁組又は国内法令にこれらに類する制度が存在する場合にはその制

度に係る同一の権利及び責任。あらゆる場合において、子の利益ほ至上であるc

(基)夫 及び妻の同一の個人的権利 (姓及び職業を選択する権利を含む3)

(h)無 償であるか有償であるかを問わず、財産を所有し、取得 し、運用し、管理 し、利用

し及び処分することに関する配偶者双方σD同一の権利

2 児 童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しないt)のとし、また、婚姻最低年齢を定め及び

公の登録所への婚姻の登録を義務付けるためのすべての必要な措置 (立法を含む。)が とら

れなければならない。

第 5 部

第 1 7 条

1 こ の条約の実施に関する進捗状況を検討するために、女子に対する差別の撤廃に関する

74



委員会 (以下 「委員会」とい ぅ。)を 設置する。委員会は、この条約の効力発生の時は 18人の、35番 目の締約国によるルL准又は力ぼ入の後は 23人 の徳望が高く、かっ、この条約が対象とする分野において十分な能力を有する専門家で構成する。委員は、締約国の国民の中から締約国により選出するものとし、個人の資格で職務を遂行する。その選出に当たっては、委員の配分が地理的に衡平に行われること並びに異なる文明形態及び主要な法体系が代表されることを考慮に入れる。

2 委 員会の委員は、締約国により指名された者の名簿の中から秘密投票により選出される。各締約国は、自国民の中から1人 を指名することができる。

3 委 員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発生の日の後 6箇 月を経過 した時に行 う。国際連合事務総長は、委員会の委員の選挙の日の遅 くとtぅ3箇 月前までに、締約国に対 し、自国が指名する者の氏名を2箇 月以内に提出するよう書簡で要請する。同事務総長は、指名された者のアルファベット順による名簿 (これ らの者を指名 した締約国名を表示 した名簿とする。)を 作成 し、締約国に送付する。

4 委 員会の委員の選挙は、国際連合事務総長により国際連合本部に招集される締約国の会
合において行 う。この会合は、締約国の3分 の 2を もって定足数とするcこ の会合においては、出席 し、かっ投票する締約国の代表によって投 じられた票の最多数で、かっ、過半数の
票を得た指名された者をもって委員会に選出された委員 とするc

5 委 員会の委員は、4年 の任期で選出される。ただし、最初の選挙において選出された委
員のうち9人 の委員の任期は、2年 で終了するものとし、これらの9人 の委員は、最初の選挙の後直ちに、委員会の委員長によりくじ引で選ばれる。

6 委 員会の 5人 の追加的な委員の選挙は、35番 目の批准又は加入の後、2か ら4ま での
規定に従って行 う。この時に選出された追加的な委員の うち2人 の委員の任期は、2年 で終了するものとし、これらの2人 の委員は、委員会の委員長によりくじ引で選ばれる。

7 締 約国は、自国の専門家が委員会の委員 としての職務を遂行することができなくなった
場合には、その空席を補充するため、委員会の承認を条件とし/て自国民の中から他の専門家を任命する。

8 委 員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の重要性を考慮 して決定する条件に従い、同総会の承認を得て、国際連合の財源から報酬を受ける。

9 国 際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める任務を効果的に遂行するために必要な職員及び使益を提供するc

第 1 8 条

1 締 約国は、次の場合に、この条約の実施のためにとった立法上、司法上、行政上その他の措置及びこれらの措置によりt)たらされた進歩に関する報告を、委員会による検討のため、国際連合事務総長に提出することを約束する。
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( a )当 該締約国についてこの条約が効力を生ずる時から1年 以内

(b )そ の数は少なくとも4年 ごと、更には委員会が要請するとき。

2 報 告には、この条約に基づく義務の履行の程度に影響を及ぼす要因及び障害を記載する

ことができるc

第 1 9 条

1 委 員会は、手続規則を採択するc

2 委 員会は、役員を2年 の任期で選出する。

第 20条

1 委 員会は、第 18条 の規定により提出される報告を検討するために原則として毎年 2週

間を超えない期間会合する。

2 委 員会の会合は、原則として、国際連合本部又は委員会が決定する他の適当な場所にお

いて開催する。

第 2 1 条

1 委 員会は、その活動につき経済社会理事会を通じて毎年国際連合総会に報告するものと

し、また、締約国から得た報告及び情報の検討に基づく提案及び一般的な性格を有する勧告

を行 うことができる。これらの提案及び一般的な性格を有する勧告は、締約国から意見があ

る場合にはその意見とともに、委員会の報告に記載する。

2 国 際連合事務総長は、委員会の報告を、情報用として、婦人の地位委員会に送付する。

第 2 2 条

専門機関は、その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の規定の実施についての検討

に際し、代表を出す権利を有する。委員会は、専門機関に対 し、その任務の範囲内にある事

項に関するこの条約の実施について報告を提出するよう要請することができる。

第 6 部

第 2 3 条

この条約のいかなる規定も、次のものに含まれる規定であつて男女の平等の達成に一層貢

献するものに影響を及ぼすものではない.

(a)締 約国の法令

(b)締 約国について効力を有する他の国際条約または国際協定

第 2 4 粂

締約国は、自国においてこの条約の認める権利の完全な実現を達成するためのすべての必

要な措置をとることを約束するc

第 2 5 条
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1 こ の条約は、すべての国による署名のために開放 してぉく。

2 国 際連合事務総長は、この条約の寄託者 として指定される。

3 こ の条約は、批准されなければならない。批准書は、国際連合事務総長に寄託する。

4 こ の条約は、すべての国による加入のために開放 L/てお くc加 入は、加入書を国際連合事務総長に寄託することによって行 う。

第 2 6 条

1 い ずれの縮約国も、国際連合事務総長にあてた書面による通告により、いっでt)この条約の改正を要請することができる。

2 国 際連合総会は、 1の 要請に関 してとるべき措置があるときは、その措置を決定する。

第 2 7 条

1 こ の条約は、20番 目の批准書又は加入書が国際連合事務総長に寄託 された日の後 30日目の 日に効力を生ずる。

2 こ の条約は、20番 目の批准書又は加入書が寄託 された後に批准又は力回入する国につい
ては、その批准書又は加入書が寄託 された日の後 30日 目の 日に効力を生ずる。

男 28条

1 国 際連合事務総長は、批准又は加入の際に行われた留保の書面を受領 し、かつ、すべての国に送付する。

2 こ の条約の趣旨及び目的 と両立 しない留保は、

3 留 保は、国際連合事務総長にあてた通告により

冒房蓄轡居窺弟を笙警呂多

すべての国に通報する。

認められない。

いつでも撤回することができるものとし、
このようにして通報された通告は、受領

第 2 9 条

1 こ の条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争で交渉によって解決されないものは、いずれかの紛争当事国の要請により、伸裁に付されるc仲 裁の要請の日から6箇 月以内に仲裁の組織について紛争当事国が合意に達 しない場合には、ぃずれの紛争当事国も、国際司法裁判所規程に従って国際司法裁判所に紛争を付託することができる。

束さ盆蟹僚冒督≧≧筈奮電紀昇名奮をよ裾猪嬬危雷這!各櫨r『選毯盈曇猛とた経露雷皆密関係において 1の 規定に拘束 されない。

3 2の 規定に基づいて留保を付 した締約国は、国際連合事務総長にあてた通告により、い
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つでもその留保を撤回することができる。

第 30条

この条約は、アラどア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスベイン語をひとし

く正文とし、国際連合事務総長に寄託する。

以上の証拠 として、下名は、正当に委任を受けてこの条約に署名 した。
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男女共同参画社会基本法 (平成十一
年六月二十三日法律第七十人号)

改正 SF成 十一
年

同 十 一
年J

七月 十 六日法律第 百 二号
二1月=卜二 Fl同 第 百六十号

目次

前文

第一
章 総 則 (第一

条―
第十二条)

第二章 男 女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 (第十三条―
第二十条)

第三章 男 女共同参画会議 (第二十一
条――

第二十人条)
F付貝叫

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重 と法の下の平等が うたゎれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組 とも連動 しつっ、着実に進められてきたが、なお―
層の努力が必要とされている。

一
方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応 してぃく上で、男女が、互いにその人権を尊重 しつつ責任 も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性 と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題 となっている。

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一
世紀の我が国社会を決定する最重要課題 と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の推進を図ってぃくことが重要である。
ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示 し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定するc

第一
章 総 則

(目的)

第一
条 こ の法律は、男女の人権が尊重 され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か

で活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関 し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策の基本 となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

(定義)

第二条 こ の法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ
る。

一
 男 女共同参画社会の形成 男 女が、社会の対等な構成員 として、自らの意思によ

つて社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保 され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を
担 うべき社会を形成することをい ぅc
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二 積 極的改善措置 前 号に規定する機会に係 る男女間の格差を改善す るため必要

な範囲内において、男女のいずれか一方に対 し、当該機会を積極的に提供することを

V｀っ。

(男女の人権の尊重)

第二条 男 女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が

性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保 され

ることその他の男女の人権が尊重され″ることを旨として、行われなければならない。

(社会における制度又は慣行についての配慮)

第四条 男 女共同参画社会の形成に当たつては、社会における制度又は慣行が、性別による

固定的な役割分担等を反映 して、男女の社会における活動の選択に対 して中立でない影響を

及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかん

がみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をで

きる限り中立なものとするように配慮されなければならない。

(政策等の立案及び決定への共同参画)

第王条 男 女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、

公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同

会が確保されることを旨として、行われなければならない。

(家庭生活における活動と他の活動の高立)

第六条 男 女共同参画社会の形成は>家族を構成する男女が、相互の協力と

に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一

を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行 うことができるようにする

行われなければならない。

国若 しくは地方

して参画する機

社会の支援の下

員 としての役害1

ことを旨として、

(国際的協調)

第七条 男 女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組 と密接な関係を有してい

ることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。

(国の責務)

第人条 国 は、第二条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念

(以下 「基本理念」という。)に のつとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 (積

極的改善措置を含むc以 下同じc)を 総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

(地方公共団体の責務)

第九条 地 方公共団体は、基本理念にのつとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国

の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応 じた施策を策定し、及

び実施する責務を有する。

(国民の責務)

第十条 国 民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念
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にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。

(法律上の措置等)

第十一
条 政 府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講 じなければならない。

(年次報告等)

第十二条 政 府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講 じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出 しなければならない。2 政 府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮 して講 じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成 し、これを国会に提出 しなければな らない。

第二章 男 女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

(男女共同参画基本計画)

第十三条 政 府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画 (以下 「男女共同参画基本計画」 とぃ ぅ。)を 定めなければならない。
2 男 女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとするc―

 総 合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱

二 前 号に掲げるもののほかf男 女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために老、要な事項
3 内 閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。
4 内 閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表 しなければならない。
5 前 二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。

(都道府県男女共同参画計画等)
第十四条 都 道府県は、男女共同参画基本計画を勘案 して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画 (以下 「都道府県男女共同参画計画」 とぃ ぅ。)を 定めなければならないc
2 都 道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。一

 都 道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱
二 前 号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促
進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

3 市 町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案 して、当該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画 (以下 「市町村男女共同参画計画」 とい ぅ。)を 定めるように努めなければならない。
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4 都 道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更 したときは、遅滞なく、これを公表 しなければならない.

(施策の策定等に当たつての配慮)

第十五条 国 及び地方公共団体tよ、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼす と認められる施

策を策定 し、及び実施するに当たつては、男女共同参画社会の形成に配慮 しなければならな

い。

(国民の理解を深めるための措置)

第十六条 国 及び地方公共団体は、広報活動等を通 じて、基本理念に関する国民の理解を深

めるよう適切な措置を講 じなければならない。

(苦情の処理等)

第十七条 国 は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同

参画社会の形成に影響を及ぼす と認められる施策についての苦情の処理のために必要な措

置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によつて

人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために老、要な措置を講 じなければなら

ない。

(調査研究)

第十八条 国 は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関す

る調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究

を推進するように努める()のとするュ

(国際的協調のための措置)

第十九条 国 は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は

国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑

な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。

(地方公共団体及び民間の団体に対する支援)

第二十条 国 は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び

民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行 う活動を支援するため、情報の提供

その他の芝、要な措置を講ずるように努めるものとする。

第二章 男 女共同参画会議

(設置)

第二十
一条 内 閣府に、男女共同参画会議 (以下 「会議」とい う。)を 置 くc

(所掌事務)

第二十二条 会 議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 男 女共同参画基本計画に関し、第十二条第二項に規定す る事項を処理すること。
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二 前 号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応 じ、男女共同
参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議
すること。

三 前 二号に規定する事項に関し、調査審議 し、老、要があると認めるときは、内閣総
理大臣及び関係各大臣に対 し、意見を述べること6
四 政 府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視
し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査 し、必要があると
認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対 し、意見を述べること。

(組織)

第二十三条 会 議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。

(議長)

第二十四条 議 長は、内閣官房長官をもって充てる。
2 議 長は、会務を総理する。

(議員)

第二十五条 議 員は、次に掲げる者をもって充てる6
- 内

F48宮房長官以外の国務大臣の うちから、内閣総理大臣が指定する者
二 男 女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣
が任命する者

2 前 項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならな
い ハ

3 第 一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の
総数の十分の四未満であってはならない。
4 第 一項第二号の議員は、非常勤とする。

(議員の任期)

第二十六条 前 条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。
2 前 条第一項第二号の議員は、再任されることができる。

(資料提出の要求等)

第二十七条 会 議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政
機関の長に対 し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他
必要な協力を求めることができる。
2 会 議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定す
る者以外の者に対 して(D、老、要な協力を依頼することができる。

(政令への委任)

第二十人条 こ の章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定める。
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附 則 (平成十一年六月二三日法律第七八号) 抄

(施行期 日)

第
一条 こ の法律は、公布の日から施行する。

(男女共同参画審議会設置法の廃止)

第二条 男 女共同参画審議会設置法 (平成九年法律第 七号)は 、廃止する。

附 則 (平成十一年七月十六日法律第百二号) 抄

(施行期 日)

第
一条 こ の法律は、内閣法の一部を改正する法律 (平成十一年法律第八十八号)の 施行の

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

(施行の日=平 成十二年一月六日)

一 略

二 附 則第十条第一項及び第五項、第十四条第二項、第二十二条、第二十八条並びに

第二十条の規定 公 布の日

(委員等の任期に関する経過措置)

第二十八条 こ の法律の施行の日の前 日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の

会長、委員その他の職員である者 (任期の定めのない者を除く。)の 任期は、当該会長、委

員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。

一から十まで 略

十一 男 女共同参画審議会

(別に定める経過措置)

第二十条 第 二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経

過措置は、別に法律で定める。

附 則 (平成十一年十二月二十二日法律第百六十号)抄

(施行期日)

第
一条 こ の法律 (第二条及び第二条を除く。)は 、平成十二年一月六日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

(以下略)
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律
(平成十三年四月十三 日法律第三十一

号)

最終改正 :平成十九年七月十 一日法律第百十三号

目次

前文

第
一

章 総 則 (第一
条 ・第二条)

第一
章の二 基 本方針及び者層道府県基本計画等 (第二条の二 ・第二条の三)

第二章 配 偶者暴力相談支援センター
等 (第二条―第王条)

第二章 被 害者の保護 (第六条―第九条の二)
第四章 保 護命令 (第十条―

第二十二条)
第五章 雑 則 (第二十三条―第二十人条)
第六章 罰 則 (第二十九条 ・第二十条)
附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重 と法の下の平等が うたゎれ、人権の擁護 と男女平等の実現に向けた取組が行われている。
ところが、配偶者からの暴力は、犯罪 となる行為をtD含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ず しも十分に行われてこなかった。また、配偶者か らの暴力の被害者は、多 くの場合女性であ り、経済的自立が困難である女性に対 して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊巌を害 し、男女平等の実現の妨げとなっている。
このような状況を改善 し、人権の擁護 と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止 し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に

対する暴力を根絶 しよぅと努めている国際社会における取組にも沿 うものである。ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止及び校害者の保護を図るため、この法律を制定する。

第一章 総 則

(定義)

第一
条 こ の法律において 「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力 (身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。)又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動 (以下この項において 「身体に対する暴力等」と総称する。)を いい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取 り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。

2 こ の法律において 「被害者」 とは、配偶者からの暴力を受けた者をいうc3 こ の法律にいう 「配偶者」には、婚姻の届出をしてぃないが事実上婚女因関係 と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしてぃないが事実上婚姻関係 と同様の事情にあった者が、事実上離婿 したと同様の事情に入ることを含むものとする。

(国及び地方公共団体の責務)
第二条 国 及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、その適切な保護を図る責務を有する。
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第
一章の二 基 本方針及び都道府県基本計画等

(基本方針)

第二条の二 内 閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣 (以下この条及び

次条第五項において 「主務大臣」という。)は 、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策に関する基本的な方針 (以下この条並びに次粂第
一項及び第二項において

「基本方針」とい う。)を 定めなければならない。

2 基 本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第
一項の都道府県基本計画及び同条

第二項の市町村基本計画の指針 となるべきものを定めるものとする。

一 配 偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項

二 配 偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項

三 そ の他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要

事項

3 主 務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係

行政機関の長に協議 しなければならない。

4 主 務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更 したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならないc

(都道府県基本計画等)

第二条の三 都 道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画 (以下この条において 「都

道府県基本計画Jと いう。)を 定めなければならないc

2 都 道府県基本計画においては、4に 掲げる事項を定めるものとする。

一 配 偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針

二 配 偶者か らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関す る事

項

三 そ の他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要

事項

3 市 町村 (特別区を含む。以下同じc)は 、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を

勘案して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の

実施に関する基本的な計画 (以下この条において 「市町村基本計画」という。)を 定める

よう努めなければならない。

4 都 道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表 しなければならない。

5 主 務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成

のために老、要な助言その他の援助を行 うよう努めなければならない。

第二章 配 偶者暴力相談支援センター等

(配偶者暴力相談支援センター)

第二条 都 道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当

該各施設が配偶者暴力相談支援センタTと しての機能を果たすようにするものとする。

2 市 町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支

援センターとしての機能を果たすようにするよう努めるt)のとする。
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3 配 偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行 うものとする。
一

 被 害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若 しくは相談を行 う機関を紹介することG

導を袴冒吾gtL｀

身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指

三 被 害者 (被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条及び第人条の三において同じ。)の 緊急時における安全の確保及び一
時保護を行 うこと。

四 被 害者が自立して生活するこ
関する制度の利用等について、
を行 うことc

とを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に
情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助

五 第 四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行 うこと。
六 被 害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行 うこと。

4 前 項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託 して行 うものとする。
5 配 偶者暴力相談支援センターは、その業務を行 うに当たっては、必要に応 じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行 う民間の団体との連携に努めるものとする。

(婦人楠談員による相談等)
第四条 婦 人相談員は、被害者の相談に応 じ、必要な指導を行 うことができる。

(婦人保護施設における保護)
第五条 都 道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行 うことができる。

第三章 被 害者の保護

第更繁
偶
憂宿曇累唇宏豊覧景轟糧曇盈暑離橘彗でぁった者からの身体に対する暴力に限る。

整ごう夕言貨窟讐墨昌虐遣蚕苦啓重ヽ碁哲暫脊繁啓妥官啓予t。 の
旨を配偶者暴力相談支

2 医 師その他の医療関係者は、その業務を行 うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷1/又は疾病にかかったと認められる者を発見 したときは、その旨を配偶者暴力相談支援セ

ょ各寡誘督喜病冨挙冒賢
することができる。この場合において、その者の意思を尊重する

3 刑 法 (明治四十年法律第四十五号)の 秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈 してはならない。4 医 師その他の医療関係者は、その業務を行 うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷

圭撞督拶炉重雪済気岳た謝景を十曇言客香暑巻墨を是歴芋名程弓騒私猪t鋳『長遅霊ぷ啓
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(配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等)

第七条 配 偶者暴力相談支援センターは、彼害者に関する通報又は相談を受けた場合には、

芝、要に応 じ、被害者に対し、第二条第二項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行

う業務の内容について説明及び助言を行 うととt)に、必要な保護を受けることを勧奨する

ものとするc

(警察官による被害の防止)

第人条 警 察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法

(昭和二十九年法律第百六十二号)、警察官職務執行法 (昭和二十二年法律第百三十六号)

その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴

力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

(警祭本部長等の援助)

第八条の二 警 視総監若しくは道府県警察本部長 (道警察本部の所在地を包括する方面を除

く方面については、方面本部長。第十五条第二項において同じ。)又 は警察署長は、配偶

者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援

助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を

受けている者に対し、国家公安委員会規只1で定めるところにより、当該被害を自ら防止す

るための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために芝、要な

援助を行 うものとする。

(福祉事務所による自立支援)

第人条の三 社 会福祉法 (昭和二十本年法律第四十五号)に 定める福社に関する事務所 (次

条において 「福社事務所」とい う。)は 、生活保護法 (昭和二十五年法律第百四十四号)、

児童福祉法 (昭和二十二年法律第百六十四号)、母子及び寡婦福祉法 (昭和三十九年法律

第百二十九号)そ の他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要

な措置を講ずるよう努めなめればならない。

(被害者の保護のための関係機関の連携協力)

第九条 配 偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の

関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行 うに当たつては、その適切な保護が行わ

れるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。

(苦情の適切かつ迅速な処理)

第九条の二 前 条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から

苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。

第四章 保 護命令

(保護命令)

第十条 被 害者 (配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫 (被害者の生命又

は身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をい う。以下この章において同じ6)を 受

けた者に限るc以 下この章において同じ。)が 、配偶者からの身体に対する暴力を受けた

者である場合にあつては配偶者からの更なる身体に対する暴力 (配偶者からの身体に対す
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る暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取 り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同じc)に より、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力 (配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取 り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。)に より、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者 (配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取 り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、同項第三号及び第四号並びに第十人条第一項において同じ。)に 対 し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとするcただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。
一

 命 令の効力が生 じた日から起算 して六月間、被害者の住居 (当該配偶者 と共に生活の本拠としてぃる住居を除く。以下この号において同じ。)そ の他の場所において被害者の身迎につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかぃしてはならないことc
二 命 令の効力が生 じた日から起算 して二月間、被害者と共に生活の本拠としてぃる住居から退去すること及び当該住居の付近をはいかぃしてはならないこと62 前 項本文に規定する場合において、同項第一

号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申′立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対 し、命令の効力が生 じた日以後、同号の規定による命令の効カが生 じた日から起算 して六月を経過する日までの間、被害者に対 して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるものとする。一
 面 会を要求すること。

二 そ の行動を監視 してぃると思わせるような事項を告げ、又はその知 り得る状態に置くこと。

三 著 しく粗野又は乱暴な言動をすることc
四 電 話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続 して、電話をかけ、フアクシミリ装置を用いて送信 し、若 しくは電子メールを送信すること。五 緊 急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信 し、又は電子メールを送信すること。六 汚 物、動物の死体その他の著 しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付 し、又はその知 り得る状態に置くことc
七 そ の名誉を害する事項を告げ、又はその知 り得る状態に置くこと。
人 そ の性的羞恥心を害する事項を告げ、若 しくはその知 り得る状態に置き、又はその性
的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付 し、若 しくはその知 り得る状態に置くこと。

3 第 一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達 しない子 (以下この項及び次項並びに第十二条第一項第二号において単に 「子」とい ぅ。)と 同居 してぃるときでぁつて、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑 うに足 りる言動を行ってぃることその他の事情があることから被害者がその同居 してぃる子に関 して配偶者 と面会することを余儀なくさ
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れることを防止するため必要があると認めるときは、第
一項第一号の規定による命令を発

する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生 じた日以後、同号の規定

による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該子の住居 (当

該配偶者と共に生活の本拠 としている住居を除く。以下この項において同じc)、就学する

学校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校

その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。

ただし、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。

4 第 一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の規族その他被害者と社会生活に

おいて密接な関係を有する者 (被害者と同居 している子及び配偶者 と同居している者を除

く。以下この項及び次項並びに第十二条第
一項第四号において 「親族等」とい うc)の 住

居に押 し掛けて著 しく粗野又は乱暴な言動を行つていることその他の事情があることか

ら被害者がその親族等に関して配偶者 と面会することを余儀なくされることを防止する

ため必要があると認めるときは、第
一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発 し

た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加カチられることを防止す

るため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が

生じた日から起算 して六月を経過するまでの間、当該親族等の住居 (当該配偶者 と共に生

活の本拠 としている住居を除くc以 下この項において同じ。)そ の他の場所において当該

親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所

の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。

5 前 項の申立ては、当該親族等 (被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同

じ6)の 同意 (当該親族等が十五歳未満の者又は威年後見人である場合にあつては、その

法定代理人の同意)が ある場合に畷り、することができる。

(管轄裁判所)

第十一条 前 条第
一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所 (日本国内に

住所がないとき又は住所が知れないときは居所)の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に

属する。

2 前 条第
一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所に

もすることができる。
一 申 立人の住所又は居所の所在地

二 当 該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われ

た地

(保護命令の申立て)

第十二条 第 十条第
一項から第四項までの規定による命令 (以下 「保護命令」という。)の

申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。

一 配 偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況

二 配 偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受け

た後の配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受ける

おそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情

三 第 十条第二項の規定による命令の中立てをする場合にあつては、被害者が当該同居し

ている子に関して配偶者 と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命
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令を発する必要があると認めるに足 りる申立ての時における事情四 第 十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者 と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足 りる申立ての時における事情
五 配 偶者暴力相談支援センターの職員又は警祭職員に対 し、前各号に掲げる事項について相談 し、又は援助若 しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項

イ 当 該配偶者暴力相談支援センター又は当該警祭職員の所属官署の名称口 相 談し、又は援助若 しくは保護を求めた日時及び場所ハ 相 談又は求めた援助若 しくは保護の内容
二 相 談又は申立人の求めに対 して執られた措置の内容

2 前 項の書面 (以下 「申立書」とぃぅ。)に 同項第五号イから二までに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、同項第一
号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載 した書面で公証人法 (明治四十一

年法律第五十三号)第 五十八条ノニ第一項の認証を受けたものを添付 しなければならない。

(迅速な裁判)

第十三条 裁 判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速ゃかに裁判をするものとする。

(保護命令事件の審理の方法)
第十四条 保 護命令は、日頭弁論又は相手方が立ち会 うことができる審尋の期 日を経なければ、これを発することができない。ただし、その期 日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することができない事情があるときは、この限りでないc
2 申 立書に第十二条第一項第五号イから二までに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対 し、中立人が相談 し又は援助若 しくは保護を求めた際の状況及びこれに対 して執 られた措置の内容を記載 した書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴ヵ相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。
3 裁 判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若 しくは所属官署の長又は申立人から相談を受け、若 しくは援助若 しくは保護を求められた職員に対 し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関 して更に説明を求めることができる。

(保護命令の申立てについての決定等)
第十五条 保 護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足 りる。2 保 護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭 した日頭弁論若 しくは審尋の期 日における言渡 しによって、その効力を生ずるc
3 保 護命令を発 したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。4 保 護命令を発 した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対 し相談 し、又は援助若 しくは保護を求めた事実があり、かっ、申立書に当該事実に係る第十二条第一

項第五号イから二までに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やか
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に、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター (当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある

場合にあつては、申立人がその職員に対 し相談し、又は援助若 しくは保護を求めた日時が

最()遅い配偶者暴力相談支援センター)の 長に通知するものとする。

5 保 護命令は、執行力を有 しない。

(即時抗告)

第十六乗 保 護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。

2 前 項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。

3 即 時抗告があつた場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情が

あることにつき疎明があつたときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告につい

ての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の

記録が原裁判所に存する間は、原裁判所 も、この処分を命ずることができる。

4 前 項の規定により第十条第
一項第

一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合に

おいて、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、

当該命令の効力の停止をも命 じなければならない。

5 前 二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。

6 抗 告裁判所が第十条第
一項第

一号の規定による命令を取 り消す場合において、同条第二

項から第四項までの規定による命令が発せ られているときは、抗告裁判所は、当該命令を

も取 り消さなければならない。

7 前 条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第二項若 しくは第四項の

規定によりその効力の停止を命 じたとき又は抗告裁判所がこれを取 り消したときは、裁判

所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センタ

ーの長に通知するものとする。

8 前 条第二項の規定は、第二項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取 り消し

た場合について準用する。

(保護命令の取消し)

第十七条 保 護命令を発 した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあつた場

合には、当該保護命令を取 り消さなければならない。第十条第
一項第一号又は第二項から

第四項までの規定による命令にあつては同号の規定による命令が効力を生 じた日から起

算して二月を経過 した後において、同条第
一項第二号の規定による命令にあつては当該命

令が効力を生じた日から起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者

が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認 したと

きも、同様 とする。

2 前 条第六項の規定は、第十条第
一項第

一号の規定による命令を発 した裁判所が前項の規

定により当該命令を取り消す場合について準用する。

3 第 十五条第二項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用するc

(第十条第
一項第二号の規定による命令の再度の申立て)

第十八条 第 十条第
一項第二号の規定による命令が発せ られた後に当該発せ られた命令の

申立ての理由となつた身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫 と同
一の事実を理由と

する同号の規定による命令の再度の申立てがあつたときは、裁判所は、配偶者と共に生活
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の本拠 としてぃる住居から転居 しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せ られた命令の効力が生ずる日から起算 して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限 り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著 しい支障を生ずると認めるときは、当該命令を発 しないことができる。
2 前 項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記以外の部分中 「次に掲げる事項」とあるのは 「第一

号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十人条第一項本文の事情」と、同項第五号中 「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一
号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一
号から第四号までに掲げる事項」とあるのは 「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十人条第一項本文の事情」とする。

(事件の記録の関覧等)
第十九条 保 護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対 し、事件の記録の閲覧若 しくは謄写、その正本、謄本若 しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し田頭弁論若 しくは相手方を呼び出す審尋の期 日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の
送達があるまでの間は、この限 りでないc

(法務事務官による宣誓認証)
第二十条 法 務局若 しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行 うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若 しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項 (第十人条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含むc)の 認証を行わせることができる。

(民事訴訟法の準用)

第二十一
条 こ の法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反 しない限 り、民事訴訟法 (平成八年法律第百九号)の 規定を準用する。

(最高裁判所規則)

第二十二条 こ の法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規貝Jで定めるc

第王章 雑 則

(職務関係者による配慮等)
第二十三条 配 偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者 (次項において 「職務関係者」とぃぅ。)は 、その職務を行 うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。2 国 及び地方公共団体は、職務関係者に対 し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行 うものとする。
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(教育及び啓発)

第二十四条 国 及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深める

ための教育及び啓発に努めるものとする。

(調査研究の推進等)

第二十五条 国 及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するた

め、加害者の更正のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復 させるための方法等に

関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるも

のとする。

(民間の団体に対する援助)

第二十六条 国 及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

の活動を行 う民間の団体に対し、芝ヽ要な援助を行 うよう努めるものとする。

(都道府県及び市の支弁)

第二十七条 都 道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。

一 第 二条第二項の規定に基づき同項に掲げる業務を行 う婦人相談所の運営に要する費

用 (次号に掲げる費用を除く。)

二 第 二条第二項第二号の規定に基づき婦人相談所が行 う一時保護 (同条第四項に規定す

る厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行 う場合を含む。)に 要する費用

三 第 四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人標談員が行 う業務に要する費用

四 第 五条の規定に基づき都道府県が行 う保護 (市町村、社会福祉法人その他適当と認め

る者に委託 して行 う場合を含む。)及 びこれに伴い必要な事務に要する費用

2 市 は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行 う業務に要する費用を支

弁しなければならない。

(国の負担及び補助)

第二十八条 国 は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁し

た費用のうち、同項第
一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担する

ものとする。

2 国 は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することが

できる。
一 都 道府県が前条第

一項の規定により支弁した費用のうち、同項第二号及び第四号に掲

げるもの

二 市 が前条第二項の規定により支弁した費用

第六章 罰 則

第二十九条 保 護命令に違反した者は、
一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する6

第二十条 第 十二条第
一項 (第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含むc)

の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立て

をした者は、十万円以下の過料に処する。
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(施行期 日)

第一
条 こ の法律は、公布の日から起算 して六月を経過 した日から施行する。ただし、第二

章、第六条 (配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る、)、第七条、第九条 (配偶者
暴力相談支援センターに係る部分に限る。)、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。
(経過措置)

第二条 平 成十四年二月二十一 日までに婦人相談所に対 し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、又は援助若 しくは保護を求めた場合における当該被害者からの
保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び
第三項の規定の適用については、これらの規定中 「配偶者暴力相談支援センター」とぁるのは、「婦人相談所」とする。
(検討)

第二条 こ の法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案 し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。

附則 〔平成十六年法律第六十四号〕
(施行期 日)

第一条 こ の法律は、公布の日から起算 して六月を経過 した日から施行する。
(経過措置)

第二条 こ の法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律 (次項において 「旧法」とい ぅ。)第 十条の規定による命令の申
立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。

2 旧 法第十条第二号の規定による命令が発せ られた後に当該命令の申立ての理由となっ
た身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理
由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法
律 (以下 「新法」といぅ。)第 十条第一項第二号の規定による命令の申立て (この法律の
施行後最初にされるものに限る。)が あった場合における新法第十八条第一項の規定の適
用については、同項中 「二月」とあるのは、「二週間」とするc
(検討)

第三条 新 法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を
勘案 し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。

附則 〔平成十九年法律第百十三号〕〔抄〕
(施行期 日)

第一条 こ の法律は、公布の日から起算して六月を経過 した日から施行する。
(経過措置)

第二条 こ の法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。
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第4次 葛飾 区男女平等推進計画の策定経過

1葛 飾区男女平等推進審議会審議経過

年月日 会議名 審議内容

平成22年6月30日 平成22年度第1回審議会

委嘱状交付、会長口職務代理互選

区長より諮問

第4次計画策定について

平成22年9月13日 平成22年度第2回審議会
・第4次計画の基本的な考え方(案)について
,部会の設置について

平成22年10月26日 第1回WLB口 女性の参画部会
B第4次計画の課題の整理

平成22年10月28日 第1回DV部 会
E第4次 計画の課題の整理

平成22年12月13日 第2回DV部 会

部会案として
・計画の体系(案)について
・計画の内容(案)について

平成22年 12月14日 第2回WLBB女 性の参画部会

部会案として
日計画の体系(案)について
・計画の内容(案)について

平成23年1月20日 平成22年度第3回審議会

基本的な考え方について(修正案)

計画の体系について(修正案)

計画の内容について(修正案)

,基本的な考え方・計画の体系・計画の内容に

ついて(修正案)
・計画事業入り体系図(案)について
・計画事業一覧(案)について
。課題ごとの数値目標(案)について

平成23年6月27日 平成23年度第1回審議会

平成23年7月26日 平成23年度第2回審議会
口第4次計画の修正案の確認

平成23年9月13日 平成23年度第3回審議会
・区長への答申
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2庁 内会議等

平成22年6月11日
6月15日 軍震::餐屋憂1目軍安軍喜整遷奈爵塞

事会
晶姿尋響墨量竃墨塞、野晋

」等及び葛飾

平成22年7月1 5日
～8月2日

「葛飾区男女平等に関する意識と実態調査」実施

平成23年1月21日
1月25日 宰震::餐唇蟹を目軍委軍喜獲達奈郵塞

事会 理〒推進計画について
'計画の体系 (案)
・計画の内容 (案)
計画事業選定調査依頼について

平成23年6月7日
6月15日 軍摩::客屋憂1目畳委革聾整遷奈爵塞

事会 軽〒推進計画について
,計画の体系(実)
=計画の内容(案)
・計画事業一覧(案)
・課題ごとの数値目標(案)

零
4次 葛飾区男女平等推進計画(素案)につい

平成23年12月14日
～平成24年1月13日

区民意見提出手続 (パブリック・コメント)実施

軍康::客屋曇:目霊奏軍聾整遷奈爵奏
事会

第4次 葛飾区男女平等推進計画(案)について

第4次 葛飾区男女平等推進計画 策定



委員氏名 選出区分 備 考

野田 美穂子 尋額病勝聾余魁雷圭喬を尋
から捌輔

谷茂岡 正子 尋香薯縛 炉聟監喬を書↑
ら3引こ掲

職務代理

戒能 民江 学識経験者
会長
DV部会長

しま・ようこ 学識経験者

柚木 理子 学識経験者 WLBコ女性の参画部会長

天野 浩恵 社会保険労務士会

金子 葉子 葛飾区民生委員児童委員協議会 平成22年 11月 まで

岩城 堅司 葛飾区民生委員児童委員協議会 平成23年 1月 から

唐松 輝雄 葛飾区自治町会連合会 平成23年 7月 まで

片田 光男 葛飾区自治町会連合会 平成23年 7月 から

斎藤 勝冶 燕京商工会議所葛飾支部

澤地 昌子 葛飾区私立保育国違盟

杉江 由美子 かつしか女性会議

高木 佐智子 連合葛飾地区協議会

本田 好美 葛飾区小中学校校長会

上国 郁子 公募

小林 葉子 公募

藤森 勝利 公募

森川 元樹 公募

葛飾区男女平等推進審議会委員名簿

任期 i平成22年6月～平理
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!軍揮得父客揚搭素疑フ載 、

1母倉傘辮 査費換扶あ青与麟 名乗薔艶 払触的

(1976年)

」運婦人の10年(～1985年10年度)

稲

~穀
軸 お後掛 触 嚇 帥 的

【末京都】
・帰人甘題結合窓再開設

昭和52年
(19 7 7年)

。「国内行動言■ir14 J策定

:甲立婦人教育会館開館
東京都】
弔ブ、相談センター開設
・“Iす人4市央千ぞ) /ダー1月|
・婦人 1号題会読の設 置

昭和53年
(1978年) i餐会夢ド

企略 と和 ニュー絢 刊

・1婦ノ、問題解決のための東京都行動計画_策定

・婦人情報trンター閉設

メタlr l■押 るれらゆる形善ブ)=号」の強暁に憐す
粂花J者客

昭和54年
( 1 9 7 9年)

昭和55年
(1980年)

ズ畳デ易
人が1

京
亘連婦絢 咋 後戦 す動ヤ ラ勾 浜

・「女手差別撤廃条奄 1署名式

口召和56年
( 1 9 8 1 年) 望柔牟轡 食培郵

佳進相 会議釘ョ内御 制 御

〔東京都】
・「東京都堺ブ、問題協議会!発足

・労働省1男女平等法常t準備室ど設置

昭呑日58年
(1983年) 要軍牟踏跡 駐 密 摯 輩♂

男

i隷 譜 塾
法の 打 数 正する胸 揃

昭和60年
(1985年 ) 拝

〔末京都】

腎繋 、!淫冴覗逢霊苛ま星ちt留旨
のすれ

魯F塀暫訪取り組みの

口召秀口6 1年
(1986年)

8召和6 2年
( 1 9 8 7年)

土盛叉者隆黒拾撃男贔蟹塁と空舌実題程誕嘉

・第2次葛飾区婦人間題懇談会設置

口召和63年
( 1 9 8 8年)

崩塚笹編晋轡 館運営の基本的

男 女 共 同 争 画 関 連 年 表

・はす)女イ」二戦業財!ヨi _設立
・痛 ブ(司題企画l l l進有穀す会議発足

東京布

斎座黎経査i署誇多
議会「東京ウィメンズブラザ



年 次 国 際 社 国 口東 京  都 葛 飾 区

平成元年
(1989年)

翻 鱗 控弥紫饉験風塚各畜
・
弔父塞金|ご挿ド督雲罵げ名具体的な事

鸞 秋ゝ摺穂督尋員と性セン舛
開館

!輸 塔爾聾曜鋸晶」実
施
・第1回女性センターまつり開催
,「20歳のあなたへ」発行

平成2年

(19 9 0年)

鼻騨身崎‰ 経斜場T路と
と評価に伴う勧争及び結論」採沢

鶴 セ母が 最慧ザ暫当業備 醐 び

に施設利用及び運営のあり方について」

壕 最あ地位向上施策推進委員会設置

平成3年

( 1 9 9 +年)

!諸鑑軽群1告母ref」話悦釜督誇;向け
・「男女共司参力「」から

~男
女去同参面Jに改める

辟 皆堺率軽発そ盟 切 盟
中

・東京脊男女 工`等推進去企設置
・東京ンディースリ ロヽーフーク尋」設

平成4年
(1992年)

・「介護体業神!度年に開するガイドライン

勧省)

策 定

・婦人1剰題型

【東京都】
・注織名称を
・東京女性庁

当大臣設置

哺ノ、」か'〕「女性J

讐花ク子

こ変更

I東京ウィメンズフラザとな言IBi」発表

財団法人東京都女1生Rオコ設立

.r彗播営安雇漏晶控喬至構桑ガィドブッ
:1薬 の健康に関する意識と実態調査」実

些 性の海外派遣の実施(以降平成8年度

手騨 女
笛寧灘 蟹層累雰

態及び

平成5年

(1993年)

・E連 絡会「女吐|二対する素力の撤廃に開す

る宣言 採択 垢蝶機密賃整告督疑狩改善料こ開する法
卜J(パー■タイム労働法)方と行

東京都】
☆京都女性問題協議会「男女I十

づくリー21世ス己へ′)ちそ立え)二年告
竿の|=会的風土

打 訂 新 頭 顛 弄
― ―

ギ

平成6年
+ 1 9 9 4年,

配1名程≧魯辞揖
ち仙

|催 用保険法牛分 =岳を改正→
~る

と仲 岐ゴL(育

湛 '【甘 贋輩1編勢再生、男女共同参H審 議会

子髭「告「誓淫言語|ぢ貰笹ゴ荘葺罷号F著ユゝ夫
(法務省)
,巧 女共同参ピ推進木キ:設置

葛飾区男女平等推進本部設置(本部長・

功役)

寵盗窪螢罷清覇誹魯の策定に関する提
言」

-

飾区女性行動計画一」(報告)
平成7年
(19954子

第4固世界女性会議明に (1こ京)
1北京i言 J及び「行動細領」採択

1堵陀艦 」敬恐 保護休業制支の法制化)

東京都】
東京ウ/メンズブラザ開館

;転鋼密響名孫1玄謙陥営督
までの国内行動計画 -1策定

現かつしかブランー葛

飾区女性行動計画―」策定
・女性政策課設置平成8年

(1996年)

平成9年
( 1 9 9 7年)

1孔識 猪ヂ名穐玉惑済涯止淑定
・「男女共司参直審議会設置法!施行
・「介護保険法」公布

【京京都】
|ネ京都女性問題協Ht会
まち東京!キR争|

平成10年

(1998年)

・1中央省庁守改革基本法」成立
■労働基準法」の

一千F改正

!曜至淳4等 のための東京都イF勤子1画 男女'対

キに参画するま',東京ブラン」策を

賓に 行 期 a r田甲 「H D兄巳じυノ夫 肥
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年 次

平成"年
(1999年)

区

止基本方野昆達ヨ
シユ

平成12年
(200o年)

(ニューョーク)ス
性ZUUU牛会議J開催

「政治宣言J「成果文書」採択 変更
娯来赤刀`う人に拒違藤に組織名称老

口女性行動計画策定推進会議設置

平成13年
(2001年)

定 師
区男女平等推進計画」(第2次 )策

平成14牟
(2002年)

掲帥匹男女平等推進会寺

平成15年
(2003年)

L F」】

佳建孟指算や
対策基本法」「次世代育成支援対策

平成16年
(2004盗吾)

【国】

策定  止
法」改正及び同法に基づく基本方針の

【国】
'「男女共同参画基本計画(第2次)」策定

平成17年
(2005年)

冨雪ゴ瞥ご
友ド

ヒ会 員 安 (1と京 +lo)開 催

平成18年
(2006空=)

動計画 チャン

|

ぁ朝 薔
等推進肩彊両軍石天ヌ所罫

平成19年
(20o7年)

定 飾
区男女平等推進計画」(第3次)策

~

平成20年
(2008年) 鉢整嘉匿稲薯熱経者の保詢こ

碗 談予約システム稼勤

平成21年
(2009年)

具 ズ 軍 終 鬼昨 (弟6回 )

i髪妥るi↑
護休鞠 部改正

・「東京都配偶者暴力対策基本計画」改定 壱雷魯昏督曾暑暑ま署雪i]]屁晶晶『
平成2 2年
(201o年)

( 宮 ゴ エ
首 主

み 5 叫

上 = 具 玉 」L 八 十 ■o 」 開 催

誉曾需艶 ン 纏 花 が機 輪
。「第3次男女共同参画基本計画」閣議決定

守1 園ヽワ0恵 説を実承調査」実施

平成23年
(2011年)

シェンダー 王 空 い‐ ″ヰ小

のためあ国連権育そ3芯江痛ふ;括返耳イ
ド 11ヨ】

・パープルダィャルー性黒ヵ・DV相 談電話―」実施

平成24年
(2012年) 第4次葛飾区男
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